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第１章 

電波の利用状況調査・公表制度の概要 



制度導入の背景 

携帯電話や無線 LAN の普及・利用拡大に伴うサービスの多様化・高度化が進展して

おり、電波利用は量的にも質的にも大きく変化しており、電波に対するニーズはます

ます多様化する方向にあり、電波は私たちの生活において不可欠なものとなっている。

電波法が制定された 1950 年（昭和 25 年）当時、電波は公共分野を中心に利用され、

無線局数は全国で 5,000 局程度であった。しかし、図 1 に示すとおり、1985 年（昭和

60 年）の電気通信業務の民間開放を契機に、移動通信分野における利用が爆発的に普

及・発展し、2016 年（平成 28 年）9 月での無線局数は、1985 年 3 月の約 54 倍に相当

する約 20,657 万局に達している。 

≪図 1 無線局数の推移≫ 

また、電波の利用は、携帯電話や無線 LAN といった通信分野だけではなく、産業効率

化、地域活性化、医療、環境等の様々な分野への利活用が広がっており、電波利用の多

様化が進展している。 

さらに、ソフトウェア無線技術やコグニティブ無線技術、ワイヤレス給電技術など新

しい無線技術の登場により、今後、これらの技術を活用したサービスが期待される。こ

のほかにも、新たな電波利用を実現するための研究開発が進められており、我が国にお

ける電波利用はこれからも成長・発展が進むものと考えられる。 

これらの新たな電波利用システムを導入するに当たっては、そのシステムに割り当て

る周波数を確保するため、周波数の移行・再編を行う必要がある。そのためには、実際

に電波がどのように使われているかについて、現状を把握する必要があることから総務

省では平成 14 年に電波法を改正し、電波の利用状況を調査し、その調査結果を評価する

電波の利用状況調査制度を平成 15 年より導入した。この評価結果を踏まえ、周波数の移

行･再編を円滑かつ着実に実行するための具体的取組を示した周波数再編アクションプ

ランを策定し（平成 16 年に策定、毎年更新）、周波数割当計画の改定により周波数の移

行期限を定め、周波数移行・再編を具体化してきたところである。

２０１６年９月

約２０,６５７万局 

１９５０年９月

５,３１７局 

移動局  4,119局 

固定局   593局 

放送局 129局 

その他   476局 

１９８５年３月

約３８１万局 

移動局 約 107万局 

固定局 約 3.8万局 

放送局 約 2.4万局 

その他 約 268万局 
放送局 約 1.6万局 

移動局 約 20,412万局 

固定局  約 10.3万局 

その他 約 233万局 

約７００倍 

約５４倍 
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電波の利用状況調査・公表制度の概要 

 調査の目的 

移動通信、無線アクセス等の今後増大する電波需要に的確に対応し、電波利用の

一層の円滑化を図るため、電波の利用状況を調査し、電波の再配分計画の策定その

他電波の有効利用に資する施策を総合的かつ計画的に推進する。 

 調査の法的根拠 

電波法（昭和 25 年法律第 131 号）第 26 条の２の規定及び電波の利用状況の調査

等に関する省令（平成 14 年総務省令第 110 号）（以下「調査省令」という。）に基

づき実施するものである。 

≪図２ 電波の利用状況調査・公表制度の概要≫ 

 調査の対象 

調査省令第３条の規定により、3 年を周期として周波数帯を以下のとおり 3 区分

して、毎年各区分ごとに実施する。 

① 714MHz 以下のもの

② 714MHz を超え 3.4GHz 以下のもの

③ 3.4GHz を超えるもの

具体的には、平成 15 年度に③ 3.4GHz を超えるもの、平成 16 年度は② 770MHz

を超え 3.4GHz以下のもの、平成 17年度は① 770MHz以下のものの調査を実施した。

これにより、平成 15～17 年度の 3 年間において電波法で定める周波数帯をすべて

調査したことになる。これを 1 ローテーションとし、平成 18 年度から改めて③ 

電波の利用状況調査（３年ごと） 

周波数帯ごとの 
電波の有効利用の 

程度の評価 

周波数割当計画の作成又は変更による 
免許人への経済的な影響等の調査 

反映 

周波数割当計画の作成又は変更 

調査結果の公表  

評価結果の公表  
例  
・現在、電波は有効に利用されている
・使用帯域の圧縮が適当
・中継系の固定局は光ファイバ等へ

の転換が妥当

３年を周期として、 
周波数帯を３区分し、区分ごとに実施  
① ７１４ＭＨｚ以下
② ７１４ＭＨｚを超え３．４ＧＨｚ以下
③ ３．４ＧＨｚを超えるもの

【調査する事項】 

○無線局数
○無線局の具体的な使用実態
○他の電気通信手段への代替可能性等

 

電波監理審議会への諮問  

電波監理審議会への諮問  

周波数割当計画を作成又は変更しようと
する場合において必要があるとき 

国民の意見  
【例】 

・新規の電波需要に迅速に対応するため、

電波の再配分が必要

・既存の電波利用の維持が必要
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3.4GHz を超えるものから調査を始め、平成 26 年度までで 4 ローテーション目が終

了した。平成 27 年度から③ 3.4GHz を超えるものから調査を始め、5 ローテーショ

ン目に入っている。

 調査事項及び調査方法 

電波の利用状況調査は、調査省令第４条に基づき、原則として、全国 11 か所に

ある総合通信局（沖縄総合通信事務所を含む。以下同じ。）の管轄区域（北海道、東

北、関東、信越、北陸、東海、近畿、中国、四国、九州及び沖縄）及び周波数割当

計画に記載されている割当可能な周波数の範囲ごとに行う。 

調査事項及び調査方法については、調査省令第５条に規定されている。具体的な

調査事項としては、無線局数、無線局の具体的な使用実態、他の電気通信手段への

代替可能性等となっている。また、調査方法については、免許人に調査票を送付し

報告を求める、無線局監理データベース（総合無線局管理ファイル）のデータを基

に調査を行う等となっている。なお、上記による調査のほか、調査を補完するもの

として、適宜電波の発射状況の調査結果を活用する。 

 調査の評価方法 

評価方法については、平成 19 年総務省告示第１号に基づき、周波数割当計画に

おいて、周波数の使用の期限等の条件が定められている周波数の電波を利用してい

る電波利用システムについては、その条件への対応の状況、新たな電波利用システ

ムに関する需要の動向、その他の事情を勘案して、電波の有効利用の程度を評価す

る。

 評価結果の公表 

評価結果の公表に当たっては、調査省令第７条に基づき、総合通信局の管轄区域

ごとに利用状況調査及び評価の結果の概要を作成し、総務省総合通信基盤局及び各

総合通信局で閲覧に供するほか、インターネットで公表する。 
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第２章 

平成 28 年度電波の利用状況調査の概要 



 調査概要 

 調査対象 

714MHz を超え 3.4GHz 以下の周波数帯を対象として調査を実施した。 

 調査基準日 

平成 28 年 3 月 1 日を基準として実施した。 

 調査事項及び調査方法 

調査省令第 5 条に基づき、免許を受けた無線局、登録を受けた無線局並びに免許

及び登録を要しない無線局に係る調査を実施した。免許を受けた無線局に係る調査

については、電波法第 103 条の 2 第 4 項第 2 号に規定する総合無線局管理ファイル

に記録されている情報の整理及び同法第 26 条の 2 第 6 項の規定に基づき免許人に

対して報告を求める事項の収集により実施した。また、登録を受けた無線局に係る

調査については、登録人の数及び登録局の数に関して、電波法第 103 条の 2 第 4 項

第 2 号に規定する総合無線局管理ファイルに記録されている情報の整理により実

施した。 

714MHz を超え 3.4GHz 以下の周波数帯を使用する無線局の調査事項等 

（調査省令第５条関係） 

調 査 事 項 調 査 方 法 

① 免許人の数

② 無線局の数

③ 無線局の目的及び用途

④ 無線設備の使用技術

電波法第 103 条の 2 第 4 項第 2 号に規

定する総合無線局管理ファイルに記録

されている情報の整理 

⑤ 無線局の具体的な使用実態

⑥ 他の電気通信手段への代替可能性

⑦ 電波を有効利用するための計画

⑧ 使用周波数の移行計画

電波法第 26 条の 2 第 6 項の規定に基づ

き免許人に対して報告を求める事項の

収集 

注 包括免許の無線局については、電波法第 103 条の 2 第 5 項に規定する開設無線

局数のみを調査事項とし、調査省令第 5 条第 2 項第 1 号に規定する方法により

実施した。 

免許及び登録を要しない無線局に係る調査については、次に掲げる区別ごとに、

それぞれの欄に示す調査事項及び調査方法により実施した。 
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免許及び登録を要しない無線局の調査事項等（調査省令第５条関係） 

１ 区 別 ２ 調 査 事 項 ３ 調 査 方 法 

 電波法第 38条の 6第

1 項の技術基準適合証

明を受けた無線設備 

技術基準適合証明を受けた

無線設備の台数 

 電波法第 38 条の 6 第 2 項に

基づき登録証明機関に対して

報告を求める事項の整理 

 電波法第 38 条の 24

第 1 項の工事設計認証

に係る無線設備 

特定無線設備の技術基準適

合証明等に関する規則第 19

条第 1 項第 4 号に規定する検

査を行った特定無線設備の数

量 

 電波法第 38条の 29において

準用する同法第 38条の 20第１

項に基づき同法第 38条の 24第

１項の工事設計認証を受けた

者に対して報告を求める事項

の整理及び同条第 3 項におい

て準用する同法第 38 条の 6 第

2項に基づき登録証明機関に対

して報告を求める事項の整理 

 電波法第 38 条の 31

第 1 項の技術基準適合

証明に係る無線設備 

 技術基準適合証明を受けた

無線設備の台数 

 電波法第 38条の 31第 4項に

おいて準用する同法第 38 条の

6 第 2 項に基づき承認証明機関

に対して報告を求める事項の

整理 

 電波法第 38 条の 31

第 5 項の工事設計認証

に係る無線設備 

 特定無線設備の技術基準適

合証明等に関する規則第 35

条第 1 項第 4 号に規定する検

査を行った特定無線設備の数

量 

 電波法第 38条の 31第 6項に

おいて準用する同法第 38 条の

20 第 1 項の規定に基づき同法

第 38条の 31第 5項の工事設計

認証を受けた者に対して報告

を求める事項の整理及び同条

第 6 項において準用する同法

第 38 条の 6 第 2 項に基づき承

認証明機関に対して報告を求

める事項の整理 

 電波法第 38 条の 33

第 1 項の確認に係る無

線設備 

 特定無線設備の技術基準適

合証明等に関する規則第 40

条第 1 項第 4 号に規定する検

査を行った特別特定無線設備

の数量 

 電波法第 38条の 38において

準用する同法第 38 条の 20 第 1

項に基づき同法第 38条の 33第

4項の届出業者に対して報告を

求める事項の整理 

 特定機器に係る適合

性評価手続の結果の外

国との相互承認の実施

に関する法律（平成 13

年法律第 111 号）第 33

条第 2 項の工事設計認

証に係る無線設備 

 特定機器に係る適合性評価

手続の結果の外国との相互承

認の実施に関する法律（平成

13 年法律第 111 号）第 33 条

第２項の規定により法第 38

条の 25 第 2 項の規定が適用

される場合における特定無線

設備の技術基準適合証明等に

関する規則第 19 条第 1 項第 4

号に規定する検査を行った特

定無線設備の数量 

 特定機器に係る適合性評価

手続の結果の外国との相互承

認の実施に関する法律（平成 13

年法律第 111 号）第 33 条第 2

項の工事設計認証を受けた者

に対して報告を求める事項の

整理 
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注 「調査事項」の各欄の台数又は数量は、特定無線設備の技術基準適合証明等に関す

る規則第 2 条第 1 項に定める特定無線設備又は同条第 2 項に定める特別特定無線設備

の種別ごとの台数又は数量とする。ただし、一の特定無線設備又は特別特定無線設備

の種別において、2 以上の周波数を使用する特定無線設備又は特別特定無線設備につ

いては、それぞれの周波数ごとの台数又は数量とする。 

 

 調査の評価 

電波法第 26 条の 2 第 3 項に規定するとおり、利用状況調査の結果に基づき、電

波に関する技術の発達及び需要の動向、周波数割当てに関する国際的動向その他の

事情を勘案して、電波の有効利用の程度を評価した。 

平成 28 年度調査の評価に当たっては、714MHz を超え 3.4GHz 以下の周波数帯を 7

に区分し、各周波数区分に属する電波利用システムの電波の利用状況を基に、各周

波数区分の評価を行った（第 2 節を参照）。 

 評価結果の公表 

電波法第 26 条の 2 第 4 項に規定するとおり、利用状況調査及び評価の結果をイ

ンターネットの利用により公表するほか、総務省総合通信基盤局及び総合通信局に

おいて公衆の閲覧に供する。 

 調査等のスケジュール 

平成 28 年 4 月 総務省より免許人に調査票を送付 

平成 28 年 6 月 調査票を回収 

平成 28 年 7 月～平成 29 年 3 月 調査票の集計、分析及び評価を実施 

平成 29 年 4 月～平成 29 年 5 月 評価（案）についてパブリックコメントを実施 

平成 29 年 6 月 パブリックコメントの結果を公表（予定） 

        電波監理審議会に諮問（予定） 

        調査結果及び評価結果を公表（予定） 
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第２節 評価方法 

 平成 28 年度調査の評価に当たっては、対象周波数帯（714MHz を超え 3.4GHz 以下

の周波数帯）を 7 に区分し、それぞれの周波数区分ごとに評価を行う。 

 各周波数区分の評価に当たっては、各区分の周波数の電波を使用している電波利

用システムの電波の利用状況を基に評価を行う。平成 28 年度調査では、総計約

62,490 万局の電波利用システムの評価を行っている。 

 平成 28 年度の評価に際し、平成 25 年度に実施した電波の利用状況調査との経年

比較を行う場合には、平成 25 年度の調査結果の集計条件を平成 28 年度の集計条件

と合わせて再集計したものがある。 

 調査周波数帯を 7 に区分した理由、各周波数区分に属する電波利用システムは次

のとおりである。 

 

 

周波数区分 区分理由 システム（具体的な用途） 

714-960MHz 

この周波数帯域は、主に

携帯電話等の FDDシステム

が使用しており、かつ、

IMT-2000 のプランバンド

となっている。 

また、一部の周波数帯域

をラジオマイクと映像 FPU

で共用している。 

 以上のように、この周波

数帯域は、現在、主に各種

移動通信システムが使用

している帯域であるため、

一元的に評価する。 

 

700MHz 帯携帯無線通信（陸上移動

局、陸上移動中継局、基地局） 

700MHz 帯高度道路交通システム 

800MHz 帯携帯無線通信（基地局、陸

上移動中継局、陸上移動局） 

800MHz 帯 MCA 陸上移動通信（基地局、

陸上移動中継局、陸上移動局） 

800MHz 帯特定ラジオマイクの陸上移

動局（A 型） 

800MHz 帯映像 FPU 

900MHz 帯携帯無線通信（基地局、陸

上移動中継局、陸上移動局） 

900MHz 帯電波規正用無線局 

920MHz 帯簡易無線局（登録局） 

950MHz 帯移動体識別（構内無線局） 

炭坑用（基地局、陸上移動局） 

実験試験局（714-960MHz） 

その他（714-960MHz） 

ラジオマイク用特定小電力無線局 

テレメーター用、テレコントロール

用及びデータ伝送用特定小電力無線

局（920MHz 帯） 

920MHz 帯移動体識別用特定小電力無

線局 

700MHz 帯高度道路交通システム陸上
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移動局 

960MHz-1.215GHz 
 

この周波数帯域は、世界

的に航空無線航行用シス

テムが使用している帯域

であるため、一元的に評価

する。 

航空用 DME/TACAN 

ATCRBS（航空交通管制用レーダービ

ーコンシステム） 

ACAS（航空機衝突防止システム） 

RPM（SSR 用）・マルチラテレーション 

実験試験局（960-1.215GHz） 

その他（960-1.215GHz） 

1.215-1.4GHz 
 

この周波数帯域は、現

在、主に無線標定等の各種

レーダーが使用している

帯域であるため、一元的に

評価する。 

航空用 DME/TACAN 

ATCRBS（航空交通管制用レーダービ

ーコンシステム） 

ACAS（航空機衝突防止システム） 

RPM（SSR 用）・マルチラテレーション 

実験試験局（960-1.215GHz） 

その他（960-1.215GHz） 

航空用 DME/TACAN 

ATCRBS（航空交通管制用レーダービ

ーコンシステム） 

ACAS（航空機衝突防止システム） 

RPM（SSR 用）・マルチラテレーション 

実験試験局（960-1.215GHz） 

その他（960-1.215GHz） 

1.4-1.71GHz 
 

この周波数帯域は、現

在、主に携帯電話等の FDD

システムを中心とする移

動通信システム、インマル

サット等による衛星移動

通信が使用している帯域

であるため、一元的に評価

する。 

1.5GHz 帯携帯無線通信（基地局、陸

上移動中継局、陸上移動局） 

1.6GHz 帯気象衛星 

気象援助業務（空中線電力が 1kW 未

満の無線局（ラジオゾンデ）） 

インマルサットシステム 

MTSAT システム 

イリジウムシステム（携帯移動地球

局） 

実験試験局（1.4-1.71GHz） 

その他（1.4-1.71GHz） 

1.71-2.4GHz 
 

この周波数帯域は、現

在、主に PHS や IMT-2000 等

の移動通信システムが使

用している帯域であり、か

つ、大半が IMT-2000 のプ

ランバンドとなっている

ため、一元的に評価する。 

1.7GHz 帯携帯無線通信（基地局、陸

上移動中継局、陸上移動局） 

2GHz 帯携帯無線通信（基地局、陸上

移動中継局、陸上移動局） 

PHS（基地局、陸上移動中継局、陸上

移動局）※登録局含む 

PHS（基地局（登録局）、陸上移動局（登

録局）） 

ルーラル加入者無線（基地局、陸上移

動局） 

衛星管制 
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2.3GHz 帯映像 FPU 

実験試験局（1.71-2.4GHz） 

その他（1.71-2.4GHz） 

PHS（陸上移動局） 

デジタルコードレス電話 

デジタルコードレス電話（広帯域

TDMA） 

2.4-2.7GHz 
 

この周波数帯域は、現

在、主に無線 LAN 等の小電

力データ通信システム、衛

星移動通信システム、衛星

音声放送等が使用してい

る帯域であり、かつ、大半

が IMT-2000 のプランバン

ドとなっているため、一元

的に評価する。 

2.4GHz 帯アマチュア無線 

2.4GHz 帯移動体識別（構内無線局） 

道路交通情報通信システム（VICS ビ

ーコン） 

N-STAR 衛星移動通信システム 

広帯域移動無線アクセスシステム

（基地局、陸上移動局、陸上移動中継

局） 

広帯域移動無線アクセスシステム

（全国）（基地局、陸上移動局、陸上

移動中継局） 

広帯域移動無線アクセスシステム

（地域）（基地局、陸上移動局、陸上

移動中継局） 

実験試験局（2.4-2.7GHz） 

その他（2.4-2.7GHz） 

移動体識別（2400～2483.5MHz） 

2.4GHz 帯高度化小電力データ通信シ

ステム 

2.4GHz 帯小電力データ通信システム 

2.4GHz 帯高度化小電力データ通信シ

ステム（模型飛行機の無線操縦用） 

2.4GHz 帯小電力データ通信システム

（模型飛行機の無線操縦用） 

2.7-3.4GHz 
 

この周波数帯域は、現

在、主に無線航行等の各種

レーダーが使用している

帯域であるため、一元的に

評価する。 

3GHz 帯船舶レーダー 

ASR（空港監視レーダー） 

位置及び距離測定用レーダー（船位

計） 

実験試験局（2.7-3.4GHz） 

その他（2.7-3.4GHz） 
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第３章 
 

 

 

各総合通信局等における周波数区分ごとの評価結果 



第９節 四国総合通信局 

第１款 714MHz 超 3.4GHz 以下の周波数の利用状況の概況 

（１） 四国総合通信局管内の主な概要

管轄地域内の免許人数 （対全国比） 5,092 者 （注）（3.8％） 

管轄地域内の無線局数 （対全国比） 13,793,330 局 （注）（2.2％） 

（注）第 2 款から第 8 款までの延べ数を集計 

（２） 714MHz 超 3.4GHz 以下の周波数の利用状況の概要

714MHz を超え 3.4GHz 以下の周波数帯域を 7 の周波数区分に分けて、その周波

数区分ごとに評価する。 

無線局数の割合については、1.71GHz を超え 2.4GHz 以下の周波数の電波を使用

している無線局が最も高く、全体の 44.1％を占めている。次いで、714MHz を超え

960MHz 以下の周波数の電波を使用している無線局が 42.3％を、1.4GHz 超 1.71GHz

以下の周波数の電波を使用している無線局が 13.5％を占めている。これら 3 つの

周波数区分で全体の 99.9％を占めている（図表－四－１－１）。 

図表－四－１－１ 四国局管内における周波数区分ごとの無線局数の割合及び局数 

*1  グラフ中の割合表示は小数第二位を四捨五入し表示しているため、割合の合計値は100%にならないことがある。
*2  グラフ中で無線局数の割合が0.05%未満の場合は、0.0%と表示している。

1.71GHz 超2.4GHz 以下

44.1%(6,085,093局)

714MHz 超960MHz 以下

42.3%(5,828,250局)

1.4GHz 超1.71GHz 以下

13.5%(1,868,521局)

2.4GHz 超2.7GHz 以下

0.0%(6,687局)

1.215GHz 超1.4GHz 以下

0.0%(4,531局)

2.7GHz超 3.4GHz以下

0.0%(179局)

960MHz 超1.215GHz 以下

0.0%(69局)
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四国局管内における携帯無線通信及び PHS の無線局数の割合は、2GHz 帯携帯無

線通信が 27.3％と最も高く、次いで 800MHz 帯、1.7GHz 帯、700MHz 帯、1.5GHz 帯、

900MHz 帯と続いている。PHS については、陸上移動局が免許不要局であるため、

無線局数は 0.05％未満と低い割合になっている（図表－四－１－２）。 

  

図表－四－１－２ 四国局管内における無線局数の割合及び局数（携帯・PHS） 

 

 

  

*1 グラフ中の割合表示は小数第二位を四捨五入し表示しているため、割合の合計値は100％にはならないことがある。

*2 グラフ中で無線局数の割合が0.05％未満の場合は、0.0％と表示している。

2GHz帯携帯無線通信

27.3%(3,760,981局)

800MHz帯携帯無線通信

22.5%(3,105,014局)
1.7GHz帯携帯無線通信

16.8%(2,320,466局)

700MHz帯携帯無線通信

13.6%(1,873,996局)

1.5GHz帯携帯無線通信

13.6%(1,868,467局)

900MHz帯携帯無線通信

6.1%(846,626局)

PHS
0.0%(3,630局)
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四国局管内における携帯無線通信及び PHS の無線局数は、平成 25 年度調査時

から多くの周波数帯で増加している。特に 700MHz 帯、1.5GHz 帯及び 900MHz 帯

が大幅に増加している。（図表－四－１－３）。 

 

図表－四－１－３ 四国局管内における無線局数の推移（携帯・PHS）（経年比較） 

 
 

四国局管内における MCA 陸上移動通信の無線局数は、平成 25 年度調査時から約

61％減少している。（図表－四－１－４）。 

  

図表－四－１－４ 四国局管内における無線局数の推移（MCA）(経年比較) 

 

 

  

2GHz帯携帯無線

通信

800MHz帯携帯無

線通信

1.7GHz帯携帯無

線通信

700MHz帯携帯無

線通信

1.5GHz帯携帯無

線通信

900MHz帯携帯無

線通信
PHS（登録局） PHS

平成25年度 3,447,000 2,853,726 1,991,972 0 793,617 498,364 1 3,846

平成28年度 3,760,981 3,105,014 2,320,466 1,873,996 1,868,467 846,626 3,599 31

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

3,500,000

4,000,000

平成25年度 平成28年度（無線局数）

800MHz帯MCA陸上移動通信

平成25年度 4,743

平成28年度 1,870

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

平成25年度 平成28年度（無線局数）
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四国局管内における衛星関連システムの無線局数の割合は、インマルサットシ

ステムが 100％を占めている（図表－四－１－５）。 

  

図表－四－１－５ 四国局管内における無線局数の割合及び局数（衛星関連システム） 

 

 

四国局管内における衛星関連システムの無線局数は、平成 25 年度調査時からイ

ンマルサットシステムが約 23％減少している（図表－四－１－６）。 

  

図表－四－１－６ 四国局管内における無線数の推移（衛星関連システム）（経年比較） 

 

 

  

*1 グラフ中の割合表示は小数第二位を四捨五入し表示しているため、割合の合計値は100％にはならないことがある。

*2 グラフ中で無線局数の割合が0.05％未満の場合は、0.0％と表示している。

インマルサットシス

テム

100.0%(53局)

MTSATシステム

0.0%(0局)

イリジウムシステ

ム

0.0%(0局)

N-STAR衛星移動

通信システム

0.0%(0局)

インマルサットシステム MTSATシステム イリジウムシステム N-STAR衛星移動通信システム

平成25年度 69 0 0 0

平成28年度 53 0 0 0

0

10

20

30

40

50

60

70

80

平成25年度 平成28年度（無線局数）
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714MHz を超え 3.4GHz 以下の周波数の電波を使用している主な無線システムが

運用されている時間帯については、24 時間連続した運用となっている（図表－四

－１－７～１３）。 

 

図表－四－１－７ 四国局管内における通信が行われている時間帯毎の割合 

（714MHz 超 960MHz 以下） 

 
 

 

 

  

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23
【時台】

800MHz帯映像FPU

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23
【時台】

800MHz帯MCA陸上移動通信（基地局、陸上移動中継局、陸上移動局）
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図表－四－１－８ 四国局管内における通信が行われている時間帯毎の割合 

（960MHz 超 1.215GHz 以下） 
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20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23
【時台】

航空用DME/TACAN
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20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23
【時台】

ATCRBS（航空交通管制用レーダービーコンシステム）
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60.0%

80.0%

100.0%

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23
【時台】

RPM（SSR用）・マルチラテレーション
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図表－四－１－９ 四国局管内における通信が行われている時間帯毎の割合 

（1.215GHz 超 1.4GHz 以下） 

 
 

 
 

  

  該当システムなし

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23
【時台】

ARSR（航空路監視レーダー）

  該当システムなし
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80.0%

100.0%

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23
【時台】

1.2GHz帯映像FPU
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図表－四－１－１０ 四国局管内における通信が行われている時間帯毎の割合 

（1.4GHz 超 1.71GHz 以下） 

 

 

 

 

 

 

  

  有効回答なし

  該当システムなし

  該当システムなし
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1.6GHz帯気象衛星
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図表－四－１－１１ 四国局管内における通信が行われている時間帯毎の割合 

（1.71GHz 超 2.4GHz 以下） 

 
 

 

  

図表－四－１－１２ 四国局管内における通信が行われている時間帯毎の割合 

（2.4GHz 超 2.7GHz 以下） 
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2.3GHz帯映像FPU
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N-STAR衛星移動通信システム
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図表－四－１－１３ 四国局管内における通信が行われている時間帯毎の割合 

（2.7GHz 超 3.4GHz 以下） 
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第２款  714MHz 超 960MHz 以下の周波数の利用状況 

（１） 本周波数区分を利用する主な電波利用システム 

四国局管内における無線局免許等を要する電波利用システム 

 

 

※電波利用システムグループと電波利用システムの関係については、第 2 章を参照。 

※平成 26 年 5 月 14 日公表の平成 25 年度電波の利用状況調査の評価結果における 

本周波数区分の免許人数/無線局数は、643 者/3,357,896 局。 

※集計値は、登録局の登録人数及び登録局数を含みます。 

 

  

電波利用システム名 免許人数 無線局数

700MHz帯携帯無線通信（陸上移動局、陸上移動中継局、基地局） 3 1,873,996

800MHz帯携帯無線通信（基地局、陸上移動中継局、陸上移動局） 2 3,105,014

800MHz帯MCA陸上移動通信（基地局、陸上移動中継局、陸上移動局） 153 1,870

800MHz帯特定ラジオマイクの陸上移動局（A型） 11 316

800MHz帯映像FPU 3 5

900MHz帯携帯無線通信（基地局、陸上移動中継局、陸上移動局） 1 846,626

900MHz帯電波規正用無線局 0 0

920MHz帯移動体識別（構内無線局） 33 310

950MHz帯移動体識別（構内無線局） 1 4

炭坑用（基地局、陸上移動局） 0 0

実験試験局（714-960MHz） 2 5

その他（714-960MHz） 83 104

合計 292 5 ,828 ,250
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（２） 無線局の分布状況等についての評価 

本周波数区分における電波利用システムごとの無線局数の割合は、800MHz 帯携

帯無線通信が 53.3％、次いで 700MHz 帯携帯無線通信が 32.2％となっており、携

帯無線通信で 99.9％以上を占めている（図表－四－２－１）。 

 

図表－四－２－１ 四国局管内における無線局数の割合及び局数 

 
 

  

*1　「その他」には下記のシステムが含まれている。

*2 グラフ中の割合表示は小数第二位を四捨五入し表示しているため、割合の合計値は100％にはならないことがある。

*3 グラフ中で無線局数の割合が0.05％未満の場合は、0.0％と表示している。

0.0% 4

炭坑用（基地局、陸上移動局）

900MHz帯電波規正用無線局

0.0% 0

0.0% 0

0.0% 5

0.0% 5

104

800MHz帯映像FPU

実験試験局（714-960MHz）

950MHz帯移動体識別（構内無線局）

割合 局数

800MHz帯MCA陸上移動通信（基地局、陸上移動中継局、陸上移動局） 0.0% 1,870

800MHz帯特定ラジオマイクの陸上移動局（A型） 0.0% 316

920MHz帯移動体識別（構内無線局） 0.0% 310

その他（714-960MHz） 0.0%

800MHz帯携帯無線通信

（基地局、陸上移動中継

局、

陸上移動局）

53.3%(3,105,014局)

700MHz帯携帯

無線通信

（陸上移動局、陸上移動中

継局、

基地局）

32.2%(1,873,996局)

900MHz帯携帯

無線通信

（基地局、陸上移動中継局、

陸上移動局）

14.5%(846,626局)

その他(*1)
0.0%(2,614局)
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四国局管内における無線局数は、平成 25年度調査時から 2,470,354局（約 73.6％）

増加している（図表－四－２－２）。 

 
図表－四－２－２ 無線局数の推移（各総合通信局の比較） 

 

 
  

* 複数の周波数帯区分を利用している無線局は、該当周波数分をカウントしているため、実際の無線局数より多い。

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成25年度 4,654,483 7,345,715 51,309,751 3,268,517 2,562,765 13,389,316 19,817,712 6,545,135 3,357,896 11,483,492 1,151,606

平成28年度 8,243,101 13,082,404 117,585,033 5,737,387 4,602,585 25,014,763 36,353,653 11,755,442 5,828,250 20,477,850 2,141,225

0

20,000,000

40,000,000

60,000,000

80,000,000

100,000,000

120,000,000

140,000,000

（無線局数） 平成25年度 平成28年度

3-9-13



四国局管内における電波利用システム別の無線局数の割合をみると、800MHz

帯、700MHz 帯及び 900MHz 帯携帯無線通信が 99％以上の割合を占めている（図表

－四－２－３）。 

  

図表－四－２－３ システム別の無線局数の割合（各総合通信局の比較） 

 
 

  

*1　「その他」には下記のシステムが含まれており、下記の表では全国の値を表示している。
*2　〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。
*3  0.05%未満については、0.0％と表示している。

800MHz帯MCA陸上移動通信（基地局、陸上移動中継局、陸上移動局） 800MHz帯特定ラジオマイクの陸上移動局（A型）
920MHz帯移動体識別（構内無線局） その他（714-960MHz）
実験試験局（714-960MHz） 950MHz帯移動体識別（構内無線局）
800MHz帯映像FPU 900MHz帯電波規正用無線局
炭坑用（基地局、陸上移動局） -

0.0% 0.0%
0.0% 0.0%

無線局数の割合 無線局数の割合
0.1% 0.0%
0.0% 0.0%

46.7%

51.0%

51.2%

45.0%

52.9%

49.0%

43.3%

47.2%

50.2%

53.3%

49.4%

51.4%

32.1%

32.0%

32.2%

31.7%

32.3%

32.0%

32.0%

32.5%

32.5%

32.2%

32.5%

34.6%

21.1%

16.8%

16.5%

23.3%

14.7%

18.9%

24.6%

20.2%

17.3%

14.5%

17.9%

13.9%

0.1%

0.1%

0.1%

0.1%

0.1%

0.1%

0.1%

0.1%

0.1%

0.0%

0.1%

0.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国

北海道

東北

関東

信越

北陸

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

800MHz帯携帯無線通信（基地局、陸上移動中継局、陸上移動局） 700MHz帯携帯無線通信（陸上移動局、陸上移動中継局、基地局）

900MHz帯携帯無線通信（基地局、陸上移動中継局、陸上移動局） その他
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各電波利用システム別の無線局数は、平成 25 年度調査時から全体的に増加して

いる。特に平成 27 年 5 月から本格的な利用が開始された 700MHz 帯携帯無線通信

の無線局数が、大幅に増加している（図表－四－２－４）。 

 

図表－四－２－４ 四国局管内におけるシステム別の無線局数の推移 

 
 

  

*1　「その他」には下記のシステムが含まれている。

5

0 0

実験試験局（714-960MHz） 8 5

炭坑用（基地局、陸上移動局） 0 0

5800MHz帯映像FPU

900MHz帯電波規正用無線局

平    成
25年度

平    成
28年度

平    成
25年度

平    成
28年度

920MHz帯移動体識別（構内無線局） 23 310 123 4950MHz帯移動体識別（構内無線局）

800MHz帯携帯無線

通信

（基地局、陸上移動

中継局、

陸上移動局）

700MHz帯携帯

無線通信

（陸上移動局、陸上

移動中継局、

基地局）

900MHz帯携帯

無線通信

（基地局、陸上移動

中継局、

陸上移動局）

800MHz帯MCA
陸上移動通信

（基地局、陸上移動

中継局、

陸上移動局）

800MHz帯特定ラジ

オ

マイクの陸上移動

局

（A型）

その他

（714-960MHz）
その他(*1)

平成25年度 2,853,726 0 498,364 4,743 441 463 159

平成28年度 3,105,014 1,873,996 846,626 1,870 316 104 324

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

3,500,000

平成25年度 平成28年度（無線局数）
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（３） 無線局に係る無線設備の利用状況等についての評価 

本調査については、800MHz 帯及び 900MHz 帯携帯無線通信の 1 局当たりの最繁

時の平均通信量について評価を行った（図表－四－２－５～６）。 

800MHz 帯及び 900MHz 帯ともに音声通信量に比べて、データ通信量が圧倒的に

多く、通信量全体については、800MHz 帯が 900MHz 帯よりも約 26％多くなってい

る。 

800MHz 帯携帯無線通信の１局当たりの最繁時の平均通信量は 1291.0kbps（うち

音声通信量 61.4kbps）で、平成 25 年度調査時の 849.9kbps（うち音声通信量

36.1kbps）から約 52％増加している。 

900MHz 帯携帯無線通信の１局当たりの最繁時の平均通信量は 1024.5kbps（うち

音声通信量 8.1kbps）で、平成 25年度調査時の 493.7kbps（うち音声通信量 11.0kbps）

から約 108％増加している。 

 

図表－四－２－５ 各総合通信局管内における 800MHz 帯携帯無線通信の 

最繁時の平均通信量（音声・データ通信量） 

 
  

図表－四－２－６ 各総合通信局管内における 900MHz 帯携帯無線通信の 

最繁時の平均通信量（音声・データ通信量） 

 
 

  

0.0

500.0

1,000.0

1,500.0

2,000.0

2,500.0

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

音声通信量 データ通信量（Kbps）

データ通信量 1748.7 1314.8 1934.8 1907.6 1644.1 1473.2 1547.4 1524.6 1885.1 1229.7 2135.5 2098.9

音声通信量 81.4 50.5 68.5 91.0 58.0 52.8 85.6 93.3 78.0 61.4 96.0 126.6

合計 1830.1 1365.3 2003.3 1998.7 1702.1 1526.0 1633.0 1618.0 1963.1 1291.0 2231.5 2225.5

0.0

500.0

1,000.0

1,500.0

2,000.0

2,500.0

3,000.0

3,500.0

4,000.0

4,500.0

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

音声通信量 データ通信量（Kbps）

データ通信量 1775.6 755.3 921.0 2468.9 1070.6 1446.6 1514.5 3992.8 1276.0 1016.4 1855.1 2420.3

音声通信量 14.4 4.8 5.3 23.6 5.2 8.2 18.0 31.8 7.4 8.1 11.2 11.4

合計 1790.0 760.1 926.3 2492.5 1075.8 1454.8 1532.5 4024.6 1283.4 1024.5 1866.3 2431.7
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（４） 無線局を利用する体制の整備状況についての評価 

本調査については、800MHz 帯及び 900MHz 帯携帯無線通信並びに 800MHz 帯 MCA

陸上移動通信を対象として、災害・故障時等の対策実施状況、休日・夜間における

災害・故障時等の復旧体制の整備状況並びに予備電源保有状況及び予備電源の最

大運用可能時間について評価を行った。 

災害・故障時等の対策実施状況については、各システムとも故障対策は「全て

実施」が 100％となっているが、火災対策及び津波・水害対策は「全て実施」の割

合が低い（図表－四－２－７）。 

 

図表－四－２－７ 四国局管内における災害・故障時等の対策実施状況 

 

 
休日・夜間における災害・故障時等の普及体制整備状況については、800MHz 帯

MCA 陸上移動通信及び 900MHz 帯携帯無線通信において「全ての無線局について整

備」が 100％となっている（図表－四－２－８）。 

  

図表－四－２－８ 四国局管内における休日・夜間における 

災害・故障時等の復旧体制整備状況 

 
 

  

全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し

800MHz帯携帯無線通信（基地局、陸
上移動中継局、陸上移動局）

40.0% 40.0% 20.0% 0.0% 80.0% 20.0% 0.0% 80.0% 20.0% 100.0% 0.0% 0.0%

800MHz帯MCA陸上移動通信（基地
局、陸上移動中継局、陸上移動局）

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

900MHz帯携帯無線通信（基地局、陸
上移動中継局、陸上移動局）

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

*1  〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。

*2  0.05%未満については、0.0％と表示している。

故障対策地震対策 火災対策 津波・水害対策

80.0%

100.0%

100.0%

20.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

800MHz帯携帯無線通信（基地局、陸上移動中継局、陸上移動局）

800MHz帯MCA陸上移動通信（基地局、陸上移動中継局、陸上移動局）

900MHz帯携帯無線通信（基地局、陸上移動中継局、陸上移動局）

全ての無線局について整備されている 一部の無線局について整備されている 整備されていない

*  【災害・故障時等の具体的な対策の有無】で〔全て〕又は〔一部〕を選択したシステム数を

母数としたデータとしている。
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予備電源保有状況については、800MHz 帯 MCA 陸上移動通信、900MHz 帯携帯無線

通信において「全て」又は「一部」で保有している。予備電源の最大運用可能時間

については、800MHz 帯 MCA 陸上移動通信では「24 時間以上」の割合が 100％、

800MHz 帯及び 900MHz 帯携帯無線通信では「24 時間以上」が 50％となっている（図

表－四－２－９）。 

 
図表－四－２－９ 四国局管内におけるシステム別予備電源保有状況 

及び予備電源の最大運用可能時間 

 
  

100.0%

50.0%

80.0%

50.0%

20.0%

25.0% 25.0%

50.0%

50.0%

100.0%

50.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全て保有している 一部保有している 保有していない

3時間未満 3時間以上6時間未満 6時間以上12時間未満

12時間以上24時間未満 24時間以上

800MHz帯携帯無線通信（基地局、

陸上移動中継局、陸上移動局）

*3 下段で〔0%〕と表示されている場合は、該当システムは存在するが全て予備電源を持っていないことを示している。

*2 上段【運用可能時間（予備電源の有無）】はシステム数全体を母数（100%）とし、〔全て〕〔一部〕〔保有していない〕の内訳を表示している。

また、下段 【予備電源の最大運用可能時間】は、上段で〔全て〕又は〔一部〕を選択したシステム数のみを母数（100%）とし、

その内訳を表示している。したがって、上段と下段で母数が異なっている点に注意が必要である。

*1 各項目の棒グラフで、上段は【運用可能時間（予備電源の有無）】、下段は【運用可能時間（具体的な時間）】を表す。

予備電源の有無

具体的な時間

800MHz帯MCA陸上移動通信（基

地局、陸上移動中継局、陸上移動

局）

予備電源の有無

具体的な時間

900MHz帯携帯無線通信（基地局、陸上移

動中継局、陸上移動局）

予備電源の有無

具体的な時間

運用可能時間（具体的な時間）

運用可能時間（予備電源の有無）
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（５） 他の電気通信手段への代替可能性についての評価 

本調査については、800MHz 帯映像 FPU、950MHz 帯移動体識別（構内無線局）を

対象として、他の周波数帯への移行、他の電気通信手段への代替及び廃止計画の

状況について評価を行った。全てのシステムにおいて、900MHz 帯の周波数再編等

により周波数の使用期限が決められ、他の周波数帯への移行等が求められており、

800MHz 帯映像 FPU については 100％が「全ての無線局について計画あり」と回答

している （図表－四－２－１０ ）。 

 

図表－四－２－１０ 四国局管内におけるシステム別の移行・代替・廃止計画の状況 

 

 

※本回答は、【免許局】のみを対象としています。 

 
他の周波数帯への移行については、800MHz 帯映像 FPU では「平成 29 年 3 月ま

で」に「全無線局についての計画有り」が 100％となっている（図表－四－２－１

１）。  

図表－四－２－１１ 四国局管内における他の周波数帯への移行完了予定時期 

 

 
※本回答は、【免許局】のみを対象としています。 

 
 
 

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

800MHz帯映像FPU

全ての無線局について計画あり 一部の無線局について計画あり 今後検討予定

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

950MHz帯移動体識別（構内無線局）

全ての無線局について計画あり 一部の無線局について計画あり 今後検討予定

☆ 有効回答なし

免許人数（*2） 割合 免許人数（*2） 割合 免許人数（*2） 割合 免許人数（*2） 割合 免許人数（*2） 割合

全無線局について計画有り 3 100.0% 3 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

一部無線局について計画有り 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

総免許人数（*2） 3 （期限（*1）：　H31年3月）

*1　期限とは、移行、代替又は廃止のいずれかの手段で現行の周波数帯の使用を完了する期限。

*3  0.05%未満については、0.0％と表示している。

*2　総免許人数は全国における免許人数であり、比率、完了予定時期の免許人数は地方局単位での免許人数を示している。
    例えば、ある免許人が、3つの地方局でシステムを展開している場合、総免許人数は1、比率、完了予定時期の免許人数は3となる。

比率

完了予定時期

平成29年3月まで 今後検討

800MHz帯映像FPU

平成30年3月まで 使用期限まで

免許人数（*2） 割合 免許人数（*2） 割合 免許人数（*2） 割合 免許人数（*2） 割合

全無線局について計画有り - - - - - - - -

一部無線局について計画有り - - - - - - - -

総免許人数（*2） 0 （期限（*1）：　H30年3月）

*1　期限とは、移行、代替又は廃止のいずれかの手段で現行の周波数帯の使用を完了する期限。

*3  0.05%未満については、0.0％と表示している。

*2　総免許人数は全国における免許人数であり、比率、完了予定時期の免許人数は地方局単位での免許人数を示している。
    例えば、ある免許人が、3つの地方局でシステムを展開している場合、総免許人数は1、比率、完了予定時期の免許人数は3となる。

比率

完了予定時期

平成29年3月まで 今後検討

950MHz帯移動体識別（構内無
線局）

使用期限まで
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他の電気通信手段への代替完了予定時期については、800MHz 帯映像 FPU では他

の電気通信手段への代替を予定している免許人はいない（図表－四－２－１２）。 

  

図表－四－２－１２ 四国局管内における他の電気通信手段への代替完了予定時期 

 

 

 
※本回答は、【免許局】のみを対象としています。 

 
廃止完了予定時期については、800MHz 帯映像 FPU では廃止予定のある免許人は

いない（図表－四－２－１３）。 

  

図表－四－２－１３ 四国局管内におけるシステム別の廃止完了予定時期 

 

 

 
※本回答は、【免許局】のみを対象としています。 

 

（６） 総合的勘案事項（新技術の導入動向、周波数需要の動向等） 

① 携帯無線通信 

700/900MHz 帯の周波数再編ため、終了促進措置 （注）により既存システム（FPU、

ラジオマイク、MCA 陸上移動通信及び電子タグシステム）の無線局の周波数移行を

進めており、周波数移行の進展に伴って今後も携帯無線通信の利用割合が高まっ

免許人数（*2） 割合 免許人数（*2） 割合 免許人数（*2） 割合 免許人数（*2） 割合 免許人数（*2） 割合

全無線局について計画有り 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

一部無線局について計画有り 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

総免許人数（*2） 3 （期限（*1）：　H31年3月）

*1　期限とは、移行、代替又は廃止のいずれかの手段で現行の周波数帯の使用を完了する期限。

*3  0.05%未満については、0.0％と表示している。

*2　総免許人数は全国における免許人数であり、比率、完了予定時期の免許人数は地方局単位での免許人数を示している。
    例えば、ある免許人が、3つの地方局でシステムを展開している場合、総免許人数は1、比率、完了予定時期の免許人数は3となる。

比率

完了予定時期

平成29年3月まで 平成30年3月まで

800MHz帯映像FPU

使用期限まで 今後検討

免許人数（*2） 割合 免許人数（*2） 割合 免許人数（*2） 割合 免許人数（*2） 割合

全無線局について計画有り - - - - - - - -

一部無線局について計画有り - - - - - - - -

総免許人数（*2） 0 （期限（*1）：　H30年3月）

*1　期限とは、移行、代替又は廃止のいずれかの手段で現行の周波数帯の使用を完了する期限。

*3  0.05%未満については、0.0％と表示している。

*2　総免許人数は全国における免許人数であり、比率、完了予定時期の免許人数は地方局単位での免許人数を示している。
    例えば、ある免許人が、3つの地方局でシステムを展開している場合、総免許人数は1、比率、完了予定時期の免許人数は3となる。

比率

完了予定時期

平成29年3月まで

950MHz帯移動体識別（構内無
線局）

使用期限まで 今後検討

免許人数（*2） 割合 免許人数（*2） 割合 免許人数（*2） 割合 免許人数（*2） 割合 免許人数（*2） 割合

全無線局について計画有り 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

一部無線局について計画有り 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

総免許人数（*2） 3 （期限（*1）：　H31年3月）

*1　期限とは、移行、代替又は廃止のいずれかの手段で現行の周波数帯の使用を完了する期限。

*3  0.05%未満については、0.0％と表示している。

*2　総免許人数は全国における免許人数であり、比率、完了予定時期の免許人数は地方局単位での免許人数を示している。
    例えば、ある免許人が、3つの地方局でシステムを展開している場合、総免許人数は1、比率、完了予定時期の免許人数は3となる。

800MHz帯映像FPU

比率

完了予定時期

平成29年3月まで 平成30年3月まで 使用期限まで 今後検討

免許人数（*2） 割合 免許人数（*2） 割合 免許人数（*2） 割合 免許人数（*2） 割合

全無線局について計画有り - - - - - - - -

一部無線局について計画有り - - - - - - - -

総免許人数（*2） 0 （期限（*1）：　H30年3月）

*1　期限とは、移行、代替又は廃止のいずれかの手段で現行の周波数帯の使用を完了する期限。

*3  0.05%未満については、0.0％と表示している。

*2　総免許人数は全国における免許人数であり、比率、完了予定時期の免許人数は地方局単位での免許人数を示している。
    例えば、ある免許人が、3つの地方局でシステムを展開している場合、総免許人数は1、比率、完了予定時期の免許人数は3となる。

950MHz帯移動体識別（構内無
線局）

比率

完了予定時期

平成29年3月まで 使用期限まで 今後検討
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ていくと考えられる。 

（注）既存システムの移行後の周波数を使用する者が、既存システムの移行経

費を負担する措置。平成 23 年の電波法改正により可能となった。 

② 800MHz 帯映像 FPU 

800MHz 帯映像 FPU の無線局は、終了促進措置により 1.2GHz 帯又は 2.3GHz 帯へ

の周波数移行が進められている。800MHz 帯映像 FPU の無線局数は 5 局となってお

り、平成 25 年度調査時から増減はない。この周波数の使用期限は平成 31 年 3 月

31 日までとされているが、700MHz 帯携帯無線通信の展開に向けて円滑な周波数移

行が期待される。 

③ 800MHz 帯特定ラジオマイクの陸上移動局（A 型） 

800MHz 帯特定ラジオマイクの陸上移動局（A 型）は、終了促進措置により 710－

714MHz、テレビホワイトスペース帯（470-710MHz）又は 1.2GHz 帯への周波数移行

が進められている。 

A 型ラジオマイクの無線局数は 316 局となっており、平成 25 年度調査時（441

局）から約 28％減少している。この周波数の使用期限は、800MHz 帯映像 FPU と同

様に平成 31 年 3 月 31 日までとされているが、700MHz 帯携帯無線通信の展開に向

けて円滑な周波数移行が期待される。 

④ 800MHz 帯 MCA 陸上移動通信 

800MHz 帯 MCA 陸上移動通信の無線局数は 1,870 局となっており、平成 25 年度

調査時（4,743 局）から約 61％減少している。この上り周波数（905-915MHz）に

ついては、使用期限を平成 30 年 3 月 31 日までとして終了促進措置により 930-

940MHz に周波数移行が進められ、制御局については全国で 100％、端末局につい

ては全国で約 99.99％が周波数移行を完了している。 

⑤ 950MHz 帯移動体識別（構内無線局） 

移動体識別の構内無線局数については、950MHz 帯の無線局が 123 局から 4 局へ

と減少し、920MHz 帯の無線局が 23 局から 310 局へと増加している。引き続き終

了促進措置により円滑に 920MHz 帯へ移行されることが期待される。 

 

（７） 総合評価 

本周波数区分の利用状況についての総合的な評価としては、携帯無線通信を中

心に多数の無線局により稠密に利用されていること、700/900MHz 帯の周波数再編

を実施し、携帯無線通信の新たな周波数確保に取り組んでいることなどから判断

すると、適切に利用されている。 

なお、700/900MHz 帯における携帯無線通信の円滑な導入に向けて、終了促進措

置の対象となっている既存無線システム（FPU、ラジオマイク、MCA 陸上移動通信

及び電子タグシステム）の確実な周波数移行が重要であり、引き続き無線局数の

推移を注視していくことが必要である。また、開設計画の認定を受けた事業者が、

開設計画どおりに計画を進めていることを引き続き注視する必要がある。 
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第３款  960MHz 超 1.215GHz 以下の周波数の利用状況の概況 

（１） 本周波数区分を利用する主な電波利用システム 

四国局管内における無線局免許等を要する電波利用システム 

 

 

※電波利用システムグループと電波利用システムの関係については、第 2 章を参照。 

※平成 26 年 5 月 14 日公表の平成 25 年度電波の利用状況調査の評価結果における 

本周波数区分の免許人数/無線局数は、29 者/57 局。 

 

（２） 無線局の分布状況等についての評価 

本周波数区分における電波利用システムごとの無線局数の割合は、ATCRBS（航

空交通管制用レーダービーコンシステム）が 49.3％と最も高い割合になっており、

次いで航空用 DME/TACAN が 42.0％、ACAS（航空機衝突防止システム）が 5.8％と

なっており、この３つのシステムで 97.1％を占めている（図表－四－３－１）。 

 

図表－四－３－１ 四国局管内における無線局数の割合及び局数 

 
  

電波利用システム名 免許人数 無線局数

航空用DME/TACAN 9 29

ATCRBS（航空交通管制用レーダービーコンシステム） 15 34

ACAS（航空機衝突防止システム） 4 4

RPM（SSR用）・マルチラテレーション 1 2

実験試験局（960-1.215GHz） 0 0

その他（960-1.215GHz） 0 0

合計 29 69

*1 グラフ中の割合表示は小数第二位を四捨五入し表示しているため、割合の合計値は100％にはならないことがある。

*2 グラフ中で無線局数の割合が0.05％未満の場合は、0.0％と表示している。

ATCRBS
（航空交通管制用

レーダービーコンシステム）

49.3%(34局)
航空用

DME/TACAN
42.0%(29局)

ACAS
（航空機衝突防止

システム）

5.8%(4局)

RPM（SSR用）・

マルチラテレーション

2.9%(2局)

実験試験局

（960-1.215GHz）
0.0%(0局)

その他

（960-1.215GHz）
0.0%(0局)
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四国局管内の無線局数は、平成 25 年度調査時から 12 局（約 21.1％）増加して

いる（図表－四－３－２）。 

  

図表－四－３－２ 無線局数の推移（各総合通信局の比較） 

 

 
  

* 複数の周波数帯区分を利用している無線局は、該当周波数分をカウントしているため、実際の無線局数より多い。

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成25年度 159 206 2,772 32 32 393 508 123 57 481 110

平成28年度 171 241 2,817 40 30 432 605 125 69 528 101

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

（無線局数）
平成25年度 平成28年度

3-9-23



四国局管内における電波利用システムごとの無線局数の割合をみると、ATCRBS

（航空交通管制用レーダービーコンシステム）及び航空用 DME/TACAN の占める割

合が高い（図表－四－３－３）。 

 
図表－四－３－３ システム別の無線局数の割合（各総合通信局の比較） 

 
 

各電波利用システム別の無線局数は、平成 25 年度調査時から全体的に増加して

いる（図表－四－３－４）。 

  

図表－四－３－４ 四国局管内におけるシステム別の無線局数の推移 

 

*1　「その他」には下記のシステムが含まれており、下記の表では全国の値を表示している。
*2　〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。
*3  0.05%未満については、0.0％と表示している。

実験試験局（960-1.215GHz）
その他（960-1.215GHz）
RPM（SSR用）・マルチラテレーション 0.7%

無線局数の割合
1.1%
0.9%

42.2%

48.0%

42.7%

39.6%

60.0%

53.3%

45.8%

45.1%

47.2%

49.3%

44.3%

36.6%

34.4%

38.0%

34.4%

33.3%

30.0%

43.3%

32.4%

33.9%

41.6%

42.0%

36.9%

40.6%

20.9%

4.7%

13.7%

25.3%

10.0%

21.1%

17.4%

10.4%

5.8%

16.3%

18.8%

2.6%

9.4%

9.1%

1.8%

3.3%

0.7%

3.6%

0.8%

2.9%

2.5%

4.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国

北海道

東北

関東

信越

北陸

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

ATCRBS（航空交通管制用レーダービーコンシステム） 航空用DME/TACAN ACAS（航空機衝突防止システム） その他

ATCRBS
（航空交通管制用

レーダービーコンシステ

ム）

航空用

DME/TACAN

ACAS
（航空機衝突防止

システム）

RPM（SSR用）・

マルチラテレーション

実験試験局

（960-1.215GHz）
その他

（960-1.215GHz）

平成25年度 30 25 1 1 0 0

平成28年度 34 29 4 2 0 0

0

5

10

15

20

25

30

35

40

平成25年度 平成28年度（無線局数）
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（３） 無線局を利用する体制の整備状況についての評価 

本調査については、航空用 DME/TACAN、ATCRBS（航空交通管制用レーダービーコ

ンシステム）及び RPM（SSR 用）・マルチラテレーションを対象として、災害・故

障時等の対策実施状況、休日・夜間における災害・故障時等の復旧体制の整備状

況並びに予備電源保有状況及び予備電源の最大運用可能時間について評価を行っ

た。 

全ての対策について、全てのシステムが「全て実施」が 100％となっている

（図表－四－３－５）。 

 

図表－四－３－５ 四国局管内における災害・故障時等の対策実施状況 

 
 
 

休日・夜間における災害・故障時等の復旧対策整備状況については、全てのシ

ステムについて「全ての無線局について整備」が 100％となっている（図表－四－

３－６）。 

  

図表－四－３－６ 四国局管内における休日・夜間における 

災害・故障時等の復旧体制整備状況 

 
 

  

全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し

航空用DME/TACAN 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

ATCRBS（航空交通管制用レーダー
ビーコンシステム）

100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

RPM（SSR用）・マルチラテレーション 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

*1  〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。

*2  0.05%未満については、0.0％と表示している。

故障対策地震対策 火災対策 津波・水害対策

100.0%

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

航空用DME/TACAN

ATCRBS（航空交通管制用レーダービーコンシステム）

RPM（SSR用）・マルチラテレーション

全ての無線局について整備されている 一部の無線局について整備されている 整備されていない

*  【災害・故障時等の具体的な対策の有無】で〔全て〕又は〔一部〕を選択したシステム数を

母数としたデータとしている。
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予備電源保有状況については、全てのシステムが一部保有しており、予備電源

の最大運用可能時間については、全てのシステムが「24 時間以上」が 100％とな

っている（図表－四－３－７）。 

  

図表－四－３－７ 四国局管内におけるシステム別予備電源保有状況 

及び予備電源の最大運用可能時間 

 

（４） 総合的勘案事項（新技術の導入動向、周波数需要の動向等） 

本周波数区分の周波数を使用する電波利用システムは、航空機の安全運行に資

するためのものであり、その需要については、空港や航空機の数が大幅に増減す

る等の変化がない限り、大きな状況の変化はないものと考えられる。 

 

（５） 総合評価 

本周波数区分の利用状況についての総合的な評価としては、本周波数区分が国

際的に航空無線航行業務に分配された周波数帯であることとの整合性等から判断

すると、適切に利用されている。 

航空無線航行に利用される電波利用システムは、国際的に使用周波数等が決め

られていることから、他の周波数帯へ移行又は他の電気通信手段へ代替すること

は困難であり、無線局数についても今後大きな状況の変化は、見られないと考え

られる。 

 

  

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全て保有している 一部保有している 保有していない

3時間未満 3時間以上6時間未満 6時間以上12時間未満

12時間以上24時間未満 24時間以上

航空用DME/TACAN

*3 下段で〔0%〕と表示されている場合は、該当システムは存在するが全て予備電源を持っていないことを示している。

*2 上段【運用可能時間（予備電源の有無）】はシステム数全体を母数（100%）とし、〔全て〕〔一部〕〔保有していない〕の内訳を表示している。

また、下段 【予備電源の最大運用可能時間】は、上段で〔全て〕又は〔一部〕を選択したシステム数のみを母数（100%）とし、

その内訳を表示している。したがって、上段と下段で母数が異なっている点に注意が必要である。

*1 各項目の棒グラフで、上段は【運用可能時間（予備電源の有無）】、下段は【運用可能時間（具体的な時間）】を表す。

ATCRBS（航空交通管制用レーダ

ービーコンシステム）

予備電源の有無

具体的な時間

RPM（SSR用）・マルチラテレーション
予備電源の有無

具体的な時間

運用可能時間（具体的な時間）

運用可能時間（予備電源の有無）

予備電源の有無

具体的な時間
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第４款  1.215GHz 超 1.4GHz 以下の周波数の利用状況の概況 

（１） 本周波数区分を利用する主な電波利用システム 

四国局管内における無線局免許等を要する電波利用システム 

 

 

※電波利用システムグループと電波利用システムの関係については、第 2 章を参照。 

※平成 26 年 5 月 14 日公表の平成 25 年度電波の利用状況調査の評価結果における 

本周波数区分の免許人数/無線局数は、4,562 者/4,646 局。 

 

  

電波利用システム名 免許人数 無線局数

1.2GHz帯アマチュア無線 4,259 4,343

1.2GHz帯電波規正用無線局 1 1

1.2GHz帯映像FPU 0 0

1.2GHz帯特定ラジオマイクの陸上移動局（A型） 14 172

1.3GHz帯ウインドプロファイラレーダー 0 0

災害時救出用近距離レーダー 1 1

テレメータ用、テレコントロール用及びデータ伝送用（構内無線局） 0 0

画像伝送用携帯局 7 11

ARSR（航空路監視レーダー） 0 0

実験試験局（1.215-1.4GHz） 1 3

その他（1.215-1.4GHz） 0 0

合計 4,283 4 ,531
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（２） 無線局の分布状況等についての評価 

本周波数区分における電波利用システムごとの無線局数の割合は、1.2GHz 帯ア

マチュア無線が 95.9％と高い割合を占めている（図表－四－４－１）。 

 

図表－四－４－１ 四国局管内における無線局数の割合及び局数 

 

 
 

  

*1　「その他」には下記のシステムが含まれている。

*2 グラフ中の割合表示は小数第二位を四捨五入し表示しているため、割合の合計値は100％にはならないことがある。

*3 グラフ中で無線局数の割合が0.05％未満の場合は、0.0％と表示している。

1.3GHz帯ウインドプロファイラレーダー 0.0% 0

その他（1.215-1.4GHz） 0.0% 0

1.2GHz帯映像FPU 0.0% 0

テレメータ用、テレコントロール用及びデータ伝送用（構内無線局） 0.0% 0

ARSR（航空路監視レーダー） 0.0% 0

災害時救出用近距離レーダー 0.0% 1

1.2GHz帯電波規正用無線局 0.0% 1

実験試験局（1.215-1.4GHz） 0.1% 3

割合 局数

画像伝送用携帯局 0.2% 11

1.2GHz帯
アマチュア無線

95.9%(4,343局)

1.2GHz帯特定

ラジオマイクの陸上移動局

（A型）

3.8%(172局)

その他(*1)
0.4%(16局)
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四国局管内における無線局数は、平成 25 年度調査時から 115 局(約 2.5％)減少

している（図表－四－４－２）。 

 
図表－四－４－２ 無線局数の推移（各総合通信局の比較） 

 

 
  

* 複数の周波数帯区分を利用している無線局は、該当周波数分をカウントしているため、実際の無線局数より多い。

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成25年度 9,487 11,767 29,939 4,700 4,079 16,912 19,815 8,490 4,646 13,891 238

平成28年度 8,824 10,954 31,110 4,777 4,080 15,913 19,503 8,131 4,531 13,420 316

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

（無線局数） 平成25年度 平成28年度
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四国局管内における電波利用システムごとの無線局数の割合をみると、1.2GHz

帯アマチュア無線の占める割合が高い（図表－四－４－３）。 

 
図表－四－４－３ システム別の無線局数の割合（各総合通信局の比較） 

 
 

  

*1　「その他」には下記のシステムが含まれており、下記の表では全国の値を表示している。
*2　〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。
*3  0.05%未満については、0.0％と表示している。

画像伝送用携帯局 実験試験局（1.215-1.4GHz）
テレメータ用、テレコントロール用及びデータ伝送用（構内無線局） 災害時救出用近距離レーダー
1.2GHz帯電波規正用無線局 1.2GHz帯映像FPU
ARSR（航空路監視レーダー） その他（1.215-1.4GHz）
1.3GHz帯ウインドプロファイラレーダー

無線局数の割合
0.1%
0.0%
0.0%

-
-

無線局数の割合
0.3%
0.0%
0.0%
0.0%

93.0%

97.4%

94.2%

88.9%

93.6%

89.7%

95.9%

93.8%

93.5%

95.9%

94.0%

69.3%

6.6%

2.2%

5.6%

10.4%

5.7%

9.9%

3.9%

5.9%

6.0%

3.8%

5.7%

28.2%

0.5%

0.4%

0.3%

0.8%

0.7%

0.5%

0.2%

0.3%

0.5%

0.4%

0.3%

2.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国

北海道

東北

関東

信越

北陸

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

1.2GHz帯アマチュア無線 1.2GHz帯特定ラジオマイクの陸上移動局（A型） その他
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各電波利用システム別の無線局数は、平成 25 年度調査時から 1.2GHz 帯アマチ

ュア無線が減少し 1.2GHz 特定ラジオマイクの陸上移動局（Ａ型）が増加している。

（図表－四－４－４）。 

 
図表－四－４－４ 四国局管内におけるシステム別の無線局数の推移 

 
 

  

*1　「その他」には下記のシステムが含まれている。

平    成
25年度

平    成
28年度

平    成
25年度

平    成
28年度

実験試験局（1.215-1.4GHz） 0 3 その他（1.215-1.4GHz） 0 0

172

1.3GHz帯ウインドプロファイラレーダー

1.2GHz帯映像FPU 0 0 1.2GHz帯特定ラジオマイクの陸上移動局（A型） 0

0 0

1.2GHz帯
アマチュア無線

画像伝送用携帯局
災害時救出用

近距離レーダー

1.2GHz帯電波

規正用無線局

ARSR
（航空路監視レー

ダー）

テレメータ用、

テレコントロール用

及び

データ伝送用（構

内無線局）

その他(*1)

平成25年度 4,640 3 1 1 1 0 0

平成28年度 4,343 11 1 1 0 0 175

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

平成25年度 平成28年度
（無線局数）
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（３） 総合的勘案事項（新技術の導入動向、周波数需要の動向等） 

本周波数区分は、航空無線航行システム、公共業務システム、アマチュア無線

及び特定小電力無線局等の幅広い分野のシステムが共用している周波数帯である。 

また、本周波数区分は 700MHz 帯の周波数再編による放送事業用無線局（FPU）

及び特定ラジオマイクの移行先周波数のひとつである。 

① 1.2GHz 帯映像 FPU 及び 1.2GHz 帯特定ラジオマイクの陸上移動局（A 型） 

1.2GHz 帯は、700MHz 帯の周波数再編による 800MHz 帯映像 FPU 及び 800MHz 帯特

定ラジオマイクの陸上移動局（A 型）の移行先周波数帯のひとつとされている。 

1.2GHz 帯映像 FPU の無線局数は 0 局、1.2GHz 帯特定ラジオマイクの陸上移動局

（A 型）の無線局数は 172 局である（ともに平成 25 年度調査時は 0 局）。 

現行周波数帯（770-806MHz）の周波数の使用期限は平成 31 年 3 月 31 日までと

されており、円滑な周波数移行が期待される。 

② 1.2GHz 帯アマチュア無線 

1.2GHz 帯アマチュア無線の無線局数は 4,343 局となっており、平成 25 年度調

査時（4,640 局）から約 6％減少している。 

③ ARSR 

ARSR（航空路監視レーダー）は、その設置場所から約 370km 以内にある航空路

を飛行する航空機を探知する長距離用の一次レーダーであり、二次監視レーダー

（SSR）と連動して設置されている。その無線局数は 0 局であり、平成 25 年度調

査時（1 局）から減少している。これは、併設される SSR のモード S（通常の SSR

と同様の機能を有し、さらにモード S 対応トランスポンダを搭載する航空機に対

しては、航空機固有に割り振られている 24bit アドレスの情報取得も可能であり、

データリンク機能をも有する SSR の拡張形式）導入に伴い、順次廃止されている

ためである。 

（４） 総合評価 

本周波数区分の利用状況についての総合的な評価としては、航空無線航行シス

テム、公共業務システム、アマチュア無線等の非常に幅広い分野のシステムが共

用していること、800MHz 帯映像 FPU 及び 800MHz 帯特定ラジオマイクの陸上移動

局（A 型）の周波数移行の進展に伴って 1.2GHz 帯映像 FPU 及び 1.2GHz 帯特定ラ

ジオマイクの陸上移動局（A 型）の無線局数が増加していること及び国際的な周波

数割当てとの整合性等から判断すると、適切に利用されている。本周波数区分に

おいては、1.2GHz帯映像 FPU及び 1.2GHz帯特定ラジオマイクの陸上移動局（A型）

の無線局数が増加することが見込まれる。 
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第５款  1.4GHz 超 1.71GHz 以下の周波数の利用状況の概況 

（１） 本周波数区分を利用する主な電波利用システム 

四国局管内における無線局免許等を要する電波利用システム 

 

 

※電波利用システムグループと電波利用システムの関係については、第 2 章を参照。 

※平成 26 年 5 月 14 日公表の平成 25 年度電波の利用状況調査の評価結果における 

本周波数区分の免許人数/無線局数は、6 者/793,690 局。 

 

  

電波利用システム名 免許人数 無線局数

1.5GHz帯携帯無線通信（基地局、陸上移動中継局、陸上移動局） 3 1,868,467

1.6GHz帯気象衛星 0 0

気象援助業務（空中線電力が1kW未満の無線局（ラジオゾンデ）） 0 0

インマルサットシステム 1 53

MTSATシステム 0 0

イリジウムシステム（携帯移動地球局） 0 0

実験試験局（1.4-1.71GHz） 1 1

その他（1.4-1.71GHz） 0 0

合計 5 1,868 ,521
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（２） 無線局の分布状況等についての評価 

本周波数区分における電波利用システムごとの無線局数の割合は、1.5GHz 帯携

帯無線通信がほぼ 100％と高い割合になっている。インマルサットシステム及び

実験試験局はある程度無線局数が存在するが、その割合にすると 0.05％未満とな

っている（図表－四－５－１）。 

 

図表－四－５－１ 四国局管内における無線局数の割合及び局数 

 
 

  

*1　「その他」には下記のシステムが含まれている。

*2 グラフ中の割合表示は小数第二位を四捨五入し表示しているため、割合の合計値は100％にはならないことがある。

*3 グラフ中で無線局数の割合が0.05％未満の場合は、0.0％と表示している。

実験試験局（1.4-1.71GHz） 0.0% 1

割合 局数

インマルサットシステム 0.0% 53

MTSATシステム 0.0% 0

イリジウムシステム（携帯移動地球局） 0.0% 0

その他（1.4-1.71GHz） 0.0% 0

1.6GHz帯気象衛星 0.0% 0

気象援助業務（空中線電力が1kW未満の無線局（ラジオゾンデ）） 0.0% 0

1.5GHz帯
携帯無線通信

（基地局、陸上移動中継

局、

陸上移動局）

100.0%(1,868,467局)

その他(*1)
0.0%(54局)
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四国局管内における無線局数は、平成 25 年度調査時から 1,074,831 局（約

135.4％）増加している。（図表－四－５－２）。 

  

図表－四－５－２ 無線局数の推移（各総合通信局の比較） 

 

 
  

* 複数の周波数帯区分を利用している無線局は、該当周波数分をカウントしているため、実際の無線局数より多い。

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成25年度 1,083,647 1,739,062 15,514,261 731,070 712,608 4,515,243 5,599,616 1,742,430 793,690 2,998,891 215,039

平成28年度 2,566,173 4,165,827 45,522,295 1,810,379 1,452,484 7,701,135 11,170,020 3,823,601 1,868,521 6,491,990 665,041

0

5,000,000

10,000,000

15,000,000

20,000,000

25,000,000

30,000,000

35,000,000

40,000,000

45,000,000

50,000,000

（無線局数）
平成25年度 平成28年度

3-9-35



四国局管内における電波利用システムごとの無線局数の割合をみると、1.5GHz

帯携帯無線通信がほぼ 100％を占めている（図表－四－５－３）。 

 

図表－四－５－３ システム別の無線局数の割合（各総合通信局の比較） 

 
 

  

*1　「その他」には下記のシステムが含まれており、下記の表では全国の値を表示している。
*2　〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。
*3  0.05%未満については、0.0％と表示している。

インマルサットシステム イリジウムシステム（携帯移動地球局）
その他（1.4-1.71GHz） 実験試験局（1.4-1.71GHz）
MTSATシステム 気象援助業務（空中線電力が1kW未満の無線局（ラジオゾンデ））
1.6GHz帯気象衛星

0.0% 0.0%
0.0%

無線局数の割合 無線局数の割合
0.0% 0.0%
0.0% 0.0%

99.9%

100.0%

100.0%

99.9%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

0.1%

0.0%

0.0%

0.1%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国

北海道

東北

関東

信越

北陸

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

1.5GHz帯携帯無線通信（基地局、陸上移動中継局、陸上移動局） その他
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各電波利用システム別の無線局数は、平成 25 年度調査時から 1.5GHz 帯携帯無

線通信が大幅に増加している。（図表－四－５－４）。 

  

図表－四－５－４ 四国局管内におけるシステム別の無線局数の推移 

 

 
  

*1　「その他」には下記のシステムが含まれている。

その他（1.4-1.71GHz） 0 0

平    成
25年度

平    成
28年度

気象援助業務（空中線電力が1kW未満の無線局（ラジオゾンデ 0 0

1.5GHz帯
携帯無線通信

（基地局、陸上移

動中継局、

陸上移動局）

インマルサットシス

テム

実験試験局

（1.4-1.71GHz）
MTSATシステム

イリジウムシステム

（携帯移動地球局）
1.6GHz帯気象衛星 その他(*1)

平成25年度 793,617 69 4 0 0 0 0

平成28年度 1,868,467 53 1 0 0 0 0

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

1,800,000

2,000,000

平成25年度 平成28年度
（無線局数）
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（３） 無線局に係る無線設備の利用状況等についての評価 

本調査については、1.5GHz 帯携帯無線通信の１局当たりの最繁時の平均通信量

について評価を行った（図表－四－５－５）。 

音声通信量に比べてデータ通信量が圧倒的に多い。1.5GHz 帯携帯無線通信の１

局当たりの最繁時の平均通信量は 4,496.6kbps（うち音声通信量 75.8kbps）で、

平成 25 年度調査時の 1,322.5kbps（うち音声通信量 1.1kbps）から約 240％増加

している。 

 

図表－四－５－５ 各総合通信局管内における 1.5GHz 帯携帯無線通信の 

最繁時の平均通信量（音声・データ通信量） 

 
  

0.0

1,000.0

2,000.0

3,000.0

4,000.0

5,000.0

6,000.0

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

音声通信量 データ通信量（Kbps）

データ通信量 3098.1 4531.3 4746.5 2623.5 4082.0 5300.1 1561.7 1727.6 4465.5 4420.8 5509.7 4568.2

音声通信量 48.8 76.2 65.9 29.2 58.3 94.2 16.2 30.4 80.3 75.8 104.2 79.8

合計 3146.9 4607.4 4812.4 2652.7 4140.3 5394.3 1577.9 1758.0 4545.8 4496.6 5613.9 4648.1
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（４） 総合的勘案事項（新技術の導入動向、周波数需要の動向等） 

① 1.5GHz 帯携帯無線通信 

1.5GHz 帯携帯無線通信の無線局数は 1,868,467 局となっており、平成 25 年度

調査時（793,617 局）から約 2.4 倍と大幅に増加している。 

携帯無線通信システムの１加入者当たりの最繁時の平均通信量を各周波数帯

（800MHz 帯、900MHz 帯、1.5GHz 帯、1.7GHz 帯及び 2GHz 帯）別で比較すると、最

も通信量の多い周波数帯となっている。 

② L バンド衛星通信システム 

衛星通信システムは、災害時における有用性が改めて認識されてきており、公

共機関、法人及び個人の災害対策用のニーズが高まっていること、小型・軽量の

衛星携帯電話端末が普及していること等により、全国的には無線局数が増加して

いるが四国局管内では減少している。 

（ア） インマルサットシステム 

インマルサットシステムの無線局数は 53 局となっており、平成 25 年度調

査時（69 局）から約 23％減少している。 

（イ） イリジウムシステム 

イリジウムシステムの無線局数は 0 局となっており、平成 25 年調査時から

増加はない。 

 

（５） 総合評価 

本周波数区分の利用状況についての総合的な評価としては、1.5GHz 帯携帯無線

通信を中心に多数の無線局により稠密に利用されている。 

携帯無線通信及び災害時における有用性が改めて認識されてきている衛星通信

システムについては、今後も引き続き高いニーズが維持されることが想定される。 
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第６款  1.71GHz 超 2.4GHz 以下の周波数の利用状況の概況 

（１） 本周波数区分を利用する主な電波利用システム 

四国局管内における無線局免許等を要する電波利用システム 

 

 

※電波利用システムグループと電波利用システムの関係については、第 2 章を参照。 

※平成 26 年 5 月 14 日公表の平成 25 年度電波の利用状況調査の評価結果における 

本周波数区分の免許人数/無線局数は、13 者/5,442,860 局。 

 

  

電波利用システム名 免許人数 無線局数

1.7GHz帯携帯無線通信（基地局、陸上移動中継局、陸上移動局） 2 2,320,466

2GHz帯携帯無線通信（基地局、陸上移動中継局、陸上移動局） 3 3,760,981

PHS（基地局、陸上移動中継局、陸上移動局）※登録局含む 2 3,630

ルーラル加入者無線（基地局、陸上移動局） 1 12

衛星管制 0 0

2.3GHz帯映像FPU 0 0

実験試験局（1.71-2.4GHz） 3 4

その他（1.71-2.4GHz） 0 0

合計 11 6 ,085 ,093
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（２） 無線局の分布状況等についての評価 

本周波数区分における電波利用システムごとの無線局数の割合は、2GHz 帯携帯

無線通信が 61.8％、次いで 1.7GHz 帯携帯無線通信が 38.1％となっており、携帯

無線通信で 99.9％以上を占めている（図表－四－６－１）。 

 

図表－四－６－１ 四国局管内における無線局数の割合及び局数 

 
 

  

*1　「その他」には下記のシステムが含まれている。

*2 グラフ中の割合表示は小数第二位を四捨五入し表示しているため、割合の合計値は100％にはならないことがある。

*3 グラフ中で無線局数の割合が0.05％未満の場合は、0.0％と表示している。

実験試験局（1.71-2.4GHz） 0.0% 4

割合 局数

ルーラル加入者無線（基地局、陸上移動局） 0.0% 12

2.3GHz帯映像FPU 0.0% 0

衛星管制 0.0% 0

その他（1.71-2.4GHz） 0.0% 0

2GHz帯携帯無線通信

（基地局、陸上移動中継

局、

陸上移動局）

61.8%(3,760,981局)

1.7GHz帯
携帯無線通信

（基地局、陸上移動中継

局、

陸上移動局）

38.1%(2,320,466局)

PHS
（基地局、陸上移動中継

局、

陸上移動局）

0.1%(3,630局)

その他(*1)
0.0%(16局)
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四国局管内における無線局数は、平成 25年度調査時から 642,233局（約 11.8％）

増加している。（図表－四－６－２）。 

  

図表－四－６－２ 無線局数の推移（各総合通信局の比較） 

 

 
  

* 複数の周波数帯区分を利用している無線局は、該当周波数分をカウントしているため、実際の無線局数より多い。

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成25年度 7,257,172 11,588,780 82,004,782 5,713,369 4,009,139 20,563,381 30,527,833 10,258,752 5,442,860 18,503,268 1,652,200

平成28年度 8,219,168 13,235,113 121,846,224 6,426,046 4,609,332 24,164,737 35,308,216 11,805,119 6,085,093 20,835,149 1,894,721

0

20,000,000

40,000,000

60,000,000

80,000,000

100,000,000

120,000,000

140,000,000

（無線局数）
平成25年度 平成28年度
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四国局管内における電波利用システムごとの無線局数の割合をみると、2GHz 帯

及び 1.7GHz 帯携帯無線通信の割合が高い（図表－四－６－３）。 

 
図表－四－６－３ システム別の無線局数の割合（各総合通信局の比較） 

 
 

  

*1　「その他」には下記のシステムが含まれており、下記の表では全国の値を表示している。
*2　〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。
*3  0.05%未満については、0.0％と表示している。

PHS（基地局、陸上移動中継局、陸上移動局） 実験試験局（1.71-2.4GHz）
ルーラル加入者無線（基地局、陸上移動局） 衛星管制
その他（1.71-2.4GHz） 2.3GHz帯映像FPU0.0% 0.0%

無線局数の割合 無線局数の割合
0.2% 0.0%
0.0% 0.0%

62.9%

64.1%

63.2%

62.5%

57.2%

63.2%

64.0%

64.4%

63.4%

61.8%

62.1%

68.6%

36.9%

35.8%

36.7%

37.3%

42.8%

36.7%

35.9%

35.5%

36.5%

38.1%

37.8%

31.3%

0.2%

0.1%

0.1%

0.3%

0.1%

0.1%

0.1%

0.1%

0.1%

0.1%

0.1%

0.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国

北海道

東北

関東

信越

北陸

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

2GHz帯携帯無線通信（基地局、陸上移動中継局、陸上移動局）

1.7GHz帯携帯無線通信（基地局、陸上移動中継局、陸上移動局）

その他
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各電波利用システム別の無線局数は、平成 25年度調査時から 2GHz帯及び 1.7GHz

帯携帯無線通信が増加している（図表－四－６－４）。 

  

図表－四－６－４ 四国局管内におけるシステム別の無線局数の推移 

 
 

  

*1　「その他」には下記のシステムが含まれている。

2.3GHz帯映像FPU 0 0

平    成
25年度

平    成
28年度

その他（1.71-2.4GHz） 0 0

衛星管制 0 0

2GHz帯携帯無線

通信

（基地局、陸上移

動中継局、

陸上移動局）

1.7GHz帯
携帯無線通信

（基地局、陸上移

動中継局、

陸上移動局）

PHS
（基地局、陸上移

動中継局、

陸上移動局）

ルーラル加入者無

線

（基地局、陸上移

動局）

実験試験局

（1.71-2.4GHz）

PHS
（基地局（登録

局）、

陸上移動局（登録

局））

その他(*1)

平成25年度 3,447,000 1,991,972 3,846 34 7 1 0

平成28年度 3,760,981 2,320,466 31 12 4 3,599 0

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

3,500,000

4,000,000

平成25年度 平成28年度
（無線局数）
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（３） 無線局に係る無線設備の利用状況等についての評価 

本調査については、1.7GHz 帯及び 2GHz 帯携帯無線通信の 1 局当たりの最繁時

の平均通信量について評価を行った（図表－四－６－５～６）。 

1.7GHz 帯及び 2GHz 帯ともに、音声通信量に比べてデータ通信量が圧倒的に多

い。 1.7GHz 帯携帯無線通信の 1 局当たりの最繁時の平均通信量の合計は

4,227.3kbps（うち音声通信量 11.3kbps）で、平成 25 年度調査時の 3,843.3kbps

（うち音声通信量 3.7kbps）から約 10％増加している。 

2GHz 帯携帯無線通信の 1 局当たりの最繁時の平均通信量の合計は 2,007.6kbps

（うち音声通信量 26.2kbps）で、平成 25 年度調査時の 1,105.7kbps（うち音声通

信量 21.8kbps）から約 82％増加している。 

 

図表－四－６－５ 各総合通信局管内における 1.7GHz 帯携帯無線通信の 

最繁時の平均通信量（音声・データ通信量） 

 

 

 

図表－四－６－６ 各総合通信局管内における 2GHz 帯携帯無線通信の 

最繁時の平均通信量（音声・データ通信量） 

 

0.0

1,000.0

2,000.0

3,000.0

4,000.0

5,000.0

6,000.0

7,000.0

8,000.0

9,000.0

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

音声通信量 データ通信量（Kbps）

データ通信量 7072.3 4194.1 4675.8 7507.5 4543.1 5291.5 7628.0 6982.3 4991.5 4216.0 6669.8 6526.7

音声通信量 70.9 8.4 7.8 77.4 6.8 9.9 99.9 80.9 11.7 11.3 18.3 16.4

合計 7143.2 4202.5 4683.6 7584.9 4549.9 5301.4 7728.0 7063.3 5003.2 4227.3 6688.0 6543.1

0.0

500.0

1,000.0

1,500.0

2,000.0

2,500.0

3,000.0

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

音声通信量 データ通信量（Kbps）

データ通信量 1536.5 1491.4 1650.1 1480.7 1345.4 1825.1 1411.7 1383.8 1677.4 1981.4 1824.6 2706.2

音声通信量 18.4 19.6 14.7 17.5 15.7 17.6 20.0 18.7 19.8 26.2 19.9 20.8

合計 1554.9 1511.0 1664.8 1498.2 1361.1 1842.6 1431.7 1402.5 1697.2 2007.6 1844.4 2727.0
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（４） 無線局を利用する体制の整備状況についての評価 

本調査については、1.7GHz 帯及び 2GHz 帯携帯無線通信並びにルーラル加入者

無線を対象として、災害・故障時等の対策実施状況、休日・夜間における災害・故

障時等の復旧体制の整備状況、予備電源保有状況及び予備電源の最大運用可能時

間について評価を行った。 

災害・故障時等の対策実施状況については、各システムとも故障対策は「全て

実施」の割合が高いが、地震対策、火災対策及び津波・水害対策は各システムで実

施状況にばらつきがある。 

1.7GHz 帯及び 2GHz 帯携帯無線通信は、火災対策及び津波・水害対策が講じられ

ていない状況であり、今後必要な措置が講じられることが望ましい。 

なお、2GHz 帯携帯無線通信において地震対策、火災対策及び津波・水害対策が

「実施無し」の割合が 22.2％となっているが、これは個人宅等に設置されるフェ

ムトセル基地局が含まれているためと考えられる（図表－四－６－７）。 

 

 

図表－四－６－７ 四国局管内における災害・故障時等の対策実施状況 

 
 

  

全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し

1.7GHz帯携帯無線通信（基地局、陸上
移動中継局、陸上移動局）

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

2GHz帯携帯無線通信（基地局、陸上移
動中継局、陸上移動局）

44.4% 33.3% 22.2% 0.0% 77.8% 22.2% 0.0% 77.8% 22.2% 88.9% 11.1% 0.0%

ルーラル加入者無線（基地局、陸上移動
局）

100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

*1  〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。

*2  0.05%未満については、0.0％と表示している。

故障対策地震対策 火災対策 津波・水害対策
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休日・夜間における災害・故障時等の復旧体制整備状況については、1.7GHz 帯

及びルーラル加入者無線で「全て実施」100％となっているが、2GHz 帯携帯無線通

信は、「一部実施」及び「実施無し」がそれぞれ 11.1％となっている。これは個人

宅等に設置されるフェムトセル基地局が含まれているためと考えられる（図表－

全－６－８）。 

  

図表－四－６－８ 四国局管内における休日・夜間における 

災害・故障時等の復旧体制整備状況 

 
 

予備電源保有状況については、ルーラル加入者無線は全てのシステムが保有し

ているが、1.7GHz 帯及び 2GHz 帯携帯無線通信では予備電源を保有しないシステ

ムが 50.0％及び 22.2％存在しており、今後、必要な措置が講じられることが望ま

しい。 

予備電源の最大運用可能時間については、1.7GHz 帯は「24 時間以上」が 100％、

2GHz 帯携帯無線通信は「24 時間以上」が 57.1％を、ルーラル加入者無線は「6 時

間以上 12 時間未満」が 100％を占めている（図表－全－６－９）。 

 
図表－四－６－９ 四国局管内におけるシステム別予備電源保有状況 

及び予備電源の最大運用可能時間 

 

100.0%

77.8%

100.0%

11.1% 11.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.7GHz帯携帯無線通信（基地局、陸上移動中継局、陸上移動局）

2GHz帯携帯無線通信（基地局、陸上移動中継局、陸上移動局）

ルーラル加入者無線（基地局、陸上移動局）

全ての無線局について整備されている 一部の無線局について整備されている 整備されていない

*  【災害・故障時等の具体的な対策の有無】で〔全て〕又は〔一部〕を選択したシステム数を

母数としたデータとしている。

50.0%

11.1%

100.0%

66.7%

50.0%

22.2%

14.3% 28.6%

100.0%

100.0%

57.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全て保有している 一部保有している 保有していない

3時間未満 3時間以上6時間未満 6時間以上12時間未満

12時間以上24時間未満 24時間以上

1.7GHz帯携帯無線通信（基地局、

陸上移動中継局、陸上移動局）

*3 下段で〔0%〕と表示されている場合は、該当システムは存在するが全て予備電源を持っていないことを示している。

*2 上段【運用可能時間（予備電源の有無）】はシステム数全体を母数（100%）とし、〔全て〕〔一部〕〔保有していない〕の内訳を表示している。

また、下段 【予備電源の最大運用可能時間】は、上段で〔全て〕又は〔一部〕を選択したシステム数のみを母数（100%）とし、

その内訳を表示している。したがって、上段と下段で母数が異なっている点に注意が必要である。

*1 各項目の棒グラフで、上段は【運用可能時間（予備電源の有無）】、下段は【運用可能時間（具体的な時間）】を表す。

予備電源の有無

具体的な時間

2GHz帯携帯無線通信（基地局、陸

上移動中継局、陸上移動局）

予備電源の有無

具体的な時間

ルーラル加入者無線（基地局、陸上移動

局）
予備電源の有無

具体的な時間

運用可能時間（具体的な時間）

運用可能時間（予備電源の有無）
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（５） 他の電気通信手段への代替可能性についての評価 

本調査については、ルーラル加入者無線を対象として、他の周波数帯への移行

可能性、他の電気通信手段への代替可能性及び代替時期について評価を行った。

他の周波数帯への移行可能性については、「今後検討」が 100％、他の電気通信手

段への代替可能性については、「一部」が 100％となっている。他の電気通信手段

へ代替時期については、「今後検討」が 100％となっており、全般的に代替するこ

とが困難であることを示している（図表－四－６－１０～１２）。 

 

図表－四－６－１０ 四国局管内における他の周波数帯への移行可能性 

 
 

図表－四－６－１１ 四国局管内における他の電気通信手段への代替可能性 

 
  

  

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ルーラル加入者無線（基地局、陸上移動局）

全ての無線局について移行可能 一部の無線局について移行可能 今後検討

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ルーラル加入者無線（基地局、陸上移動局）

全ての無線局について代替可能 一部の無線局について代替可能 代替困難
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図表－四－６－１２ 四国局管内における他の電気通信手段への代替時期 

 
 

代替が困難である理由としては、「経済的な理由のため」、「地理的に制約がある

ため」及び「代替可能なサービスが提供されていないため」が 100％となっている

（図表－全－６－１３）。 

 

図表－四－６－１３ 四国局管内における他の電気通信手段への代替が困難な理由 

 
 

（６） 総合的勘案事項（新技術の導入動向、周波数需要の動向等） 

① 1.7GHz 帯携帯無線通信 

1.7GHz 帯携帯無線通信は、全国で基地局・陸上移動局合わせて 30MHz 幅（1749.9-

1764.9MHz/1844.9-1859.9MHz）の周波数によりサービスが提供されている。さら

に、東名阪地域では前述の 30MHz 幅に 40MHz 幅（1764.9-1784.9MHz/1859.9-

1879.9MHz）が加えられ、合計 70MHz 幅の周波数によりサービスが提供されている。 

増大する移動通信システムの周波数需要に対応するため、制度整備済みの計

10MHz 幅（1744.9-1749.9MHz/1839.9-1844.9MHz）に加えて 1.7GHz 帯の周波数の

更なる確保に向けて、既存無線システムとの周波数共用や周波数再編等に関する

技術的検討を進めているところである。 

② ルーラル加入者無線 

ルーラル加入者無線の無線局数は 12 局となっており、平成 25 年度調査時（34

局）から約 65％減少している。 

ルーラル加入者無線は、有線の敷設が困難な地域において使用されているシス

テムである。他の電気通信手段への代替可能性（図表－四－６－１２）で「一部の

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ルーラル加入者無線（基地局、陸上移動局）

1年以内 1年超 3年以内 3年超 5年以内 今後検討

*1  【他の電気通信手段（有線系を含む）への代替可能性】で〔全て〕又は〔一部〕を選択した

システム数を母数としたデータとしている｡

*2  〔0%〕と表示されている場合は、該当システムは存在するが、全て代替可能性がないことを示している。

割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数

ルーラル加入者無線（基地局、陸上移
動局）

0.0% 0 100.0% 1 100.0% 1 0.0% 0 100.0% 1 0.0% 0

*1  【他の電気通信手段（有線系を含む）への代替可能性】で〔一部〕又は〔困難〕を選択したシステム数を母数としたデータとしている。

*2  〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。

*3  0.05%未満については、0.0％と表示している。

*4　当設問は複数回答を可としている。

代替可能な電気通信
手段（有線系を含む）が
提供されていないため

その他
非常災害時等に
おける信頼性が

確保できないため
経済的な理由のため

地理的に制約が
あるため

必要な回線品質が
得られないため

3-9-49



無線局について代替が可能」の回答が 100％であり、引き続き一定の需要はあるも

のと考えられる。 

③ 2.3GHz 帯映像 FPU 

2.3GHz 帯は、700MHz 帯の周波数再編による 800MHz 帯映像 FPU の移行先周波数

帯のひとつとされている。 

2.3GHz 帯映像 FPU の無線局数は 0 局となっており平成 25 年度調査時から増加

がないものの、現行周波数帯（770-806MHz）の周波数の使用期限が平成 31 年 3 月

31 日までとされていることから、700MHz 帯携帯無線通信の展開に向けて 800MHz

帯映像 FPU の本周波数帯等への円滑な周波数移行が期待される。 

（７） 総合評価 

本周波数区分の利用状況についての総合的な評価としては、1.7GHz 及び 2GHz 帯

携帯無線通信を中心に多数の無線局により稠密に利用されており、適切に利用さ

れている。 

本周波数区分では、1.7GHz 帯の移動通信システム用の周波数確保に関する技術

的検討及びデジタルコードレス電話の高度化に向けた技術的検討が進められてお

り、引き続き新たな無線システムの導入や既存無線システムの高度化が進むこと

が期待される。 

ルーラル加入者無線については、有線の敷設が困難な地域において使用されて

いるシステムであり、他の電気通信手段へ全ての無線局を代替することが困難で

あるため、引き続き一定の需要はあるものの、今後大きく需要が増加する可能性

は低いと考えられ、周波数有効利用を図る観点から、ルーラル加入者系無線の使

用周波数帯の縮減を図ることが望ましい。 
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第７款  2.4GHz 超 2.7GHz 以下の周波数の利用状況の概況 

（１） 本周波数区分を利用する主な電波利用システム 

四国局管内における無線局免許等を要する電波利用システム 

 

 

※電波利用システムグループと電波利用システムの関係については、第 2 章を参照。 

※平成 26 年 5 月 14 日公表の平成 25 年度電波の利用状況調査の評価結果における 

本周波数区分の免許人数/無線局数は、402 者/5,487 局。 

 

  

電波利用システム名 免許人数 無線局数

2.4GHz帯アマチュア無線 355 364

2.4GHz帯移動体識別（構内無線局） 4 8

道路交通情報通信システム（VICSビーコン） 1 119

N-STAR衛星移動通信システム 0 0

広帯域移動無線アクセスシステム（全国）（基地局、陸上移動局、陸上移動中継局） 2 2,898

広帯域移動無線アクセスシステム（地域）（基地局、陸上移動局、陸上移動中継局） 5 3,298

実験試験局（2.4-2.7GHz） 0 0

その他（2.4-2.7GHz） 0 0

合計 367 6 ,687
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（２） 無線局の分布状況等についての評価 

本周波数区分における電波利用システムごとの無線局数の割合は、広帯域移動

無線アクセスシステム（地域）が 49.3％と最も高い割合となっており、次いで広

帯域移動無線アクセスシステム（全国）が 43.3％、2.4GHz 帯アマチュア無線が

5.4％となっている（図表－四－７－１）。 

 

図表－四－７－１ 四国局管内における無線局数の割合及び局数 

 

 
  

*1　「その他」には下記のシステムが含まれている。

*2 グラフ中の割合表示は小数第二位を四捨五入し表示しているため、割合の合計値は100％にはならないことがある。

*3 グラフ中で無線局数の割合が0.05％未満の場合は、0.0％と表示している。

N-STAR衛星移動通信システム 0.0% 0

2.4GHz帯移動体識別（構内無線局） 0.1% 8

割合 局数

道路交通情報通信システム（VICSビーコン） 1.8% 119

2.4GHz帯アマチュア無線 5.4% 364

実験試験局（2.4-2.7GHz） 0.0% 0

その他（2.4-2.7GHz） 0.0% 0

広帯域移動無線

アクセスシステム

（地域）

（基地局、陸上移動局、

陸上移動中継局）

49.3%(3,298局)

広帯域移動無線

アクセスシステム

（全国）

（基地局、陸上移動局、

陸上移動中継局）

43.3%(2,898局)

その他(*1)
7.3%(491局)
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四国局管内における無線局数は、平成 25 年度調査時から 1,200 局（約 21.9％）

増加している（図表－四－７－２）。 

 
図表－四－７－２ 無線局数の推移（各総合通信局の比較） 

 

 
四国局管内における電波利用システムごとの無線局数の割合をみると、広帯域

移動無線アクセスシステム（全国）の割合が低い（図表－四－７－３）。 

 

図表－四－７－３ システム別の無線局数の割合（各総合通信局の比較） 

 
 

  

* 複数の周波数帯区分を利用している無線局は、該当周波数分をカウントしているため、実際の無線局数より多い。

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成25年度 2,805 4,187 5,004,884 1,962 1,805 8,592 16,020 3,188 5,487 9,366 479

平成28年度 4,744 8,887 32,192,088 3,448 2,751 14,065 21,279 6,758 6,687 17,060 1,327

0

5,000,000

10,000,000

15,000,000

20,000,000

25,000,000

30,000,000

35,000,000

（無線局数） 平成25年度 平成28年度

*1　「その他」には下記のシステムが含まれており、下記の表では全国の値を表示している。
*2　〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。
*3  0.05%未満については、0.0％と表示している。

N-STAR衛星移動通信システム 広帯域移動無線アクセスシステム（地域）（基地局、陸上移動局、陸上移動中継局）
2.4GHz帯アマチュア無線 道路交通情報通信システム（VICSビーコン）
2.4GHz帯移動体識別（構内無線局） 実験試験局（2.4-2.7GHz）
その他（2.4-2.7GHz） 0.0%

0.0% 0.0%

無線局数の割合 無線局数の割合
0.1% 0.0%
0.0% 0.0%

99.8%

84.5%

71.6%

99.9%

80.3%

74.9%

86.6%

89.0%

87.6%

43.3%

71.0%

74.1%

0.2%

15.5%

28.4%

0.1%

19.7%

25.1%

13.4%

11.0%

12.4%

56.7%

29.0%

25.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国

北海道

東北

関東

信越

北陸

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

広帯域移動無線アクセスシステム（全国）（基地局、陸上移動局、陸上移動中継局） その他
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各電波利用システム別の無線局数は、平成 25 年度調査時から広帯域移動無線ア

クセスシステム（全国）が大幅に増加している（図表－四－７－４）。 

  

図表－四－７－４ 四国局管内におけるシステム別の無線局数の推移 

 

 

（３） 無線局に係る無線設備の利用状況等についての評価 

本調査については、広帯域移動無線アクセスシステムの 1 局当たりの最繁時の

平均通信量について評価を行った。（図表－四－７－５～６）。 

四国管内においては、他の総合通信局管内と比べて広帯域移動無線アクセスシ

ステム（全国）のデータ通信量が少なく、広帯域移動無線アクセスシステム（地

域）のデータ通信量が多くなっている。 

 

図表－四－７－５ 各総合通信局管内における広帯域移動無線アクセスシステム（全国）の 

最繁時の平均通信量（データ通信量） 

 

 

  

広帯域移動無線

アクセスシステム

（地域）

（基地局、陸上移

動局、

陸上移動中継局）

広帯域移動無線

アクセスシステム

（全国）

（基地局、陸上移

動局、

陸上移動中継局）

2.4GHz帯
アマチュア無線

道路交通情報

通信システム

（VICSビーコン）

2.4GHz帯
移動体識別

（構内無線局）

N-STAR衛星

移動通信システム

実験試験局

（2.4-2.7GHz）
その他（2.4-2.7GHz

）

平成25年度 3,671 1,290 399 119 8 0 0 0

平成28年度 3,298 2,898 364 119 8 0 0 0

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

平成25年度 平成28年度（無線局数）

0.0

1,000.0

2,000.0

3,000.0

4,000.0

5,000.0

6,000.0

7,000.0

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

（Kbps）

データ通信量 5217.1 4002.8 3822.8 6178.5 2506.3 3409.5 5079.3 5759.8 4092.1 3121.2 4140.8 5226.9
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図表－四－７－６ 各総合通信局管内における広帯域移動無線アクセスシステム（地域）の 

最繁時の平均通信量（データ通信量） 

 
 

（４） 総合的勘案事項（新技術の導入動向、周波数需要の動向等） 

① 2.4GHz 帯アマチュア無線 

2.4GHz 帯アマチュア無線の無線局数は 364 局となっており、平成 25 年度調査

時（399 局）から約 9％減少している。 

② 道路交通情報通信システム 

道路交通情報通信システム（VICS ビーコン）は、主に高速道路や幹線道路上に

設置されており、無線により渋滞や交通情報等を提供するシステムである。 

無線局数は、119 局となっており、平成 25 年度調査時から増減はない。VICS ビ

ーコンは、平成 23 年から 5.8GHz 帯の周波数を使用する ITS スポットサービスが

開始されたことに伴い、平成 34 年 3 月 31 日をもって停止し、ITS スポットから

の情報提供に一本化すると国土交通省から周知されている。また、当該システム

が故障して容易に機能回復ができないものは、原則として更新しないと周知もさ

れており、引き続き推移を注視していく必要がある。 

③ 広帯域移動無線アクセスシステム 

広帯域移動無線アクセスシステム（BWA）は、2545-2575MHz 帯と 2595-2645MHz

帯で全国事業者がサービス提供しており、2575-2595MHz 帯を地域の公共サービス

の向上やデジタル・ディバイドの解消等、地域の公共の福祉の増進に寄与するこ

とを目的とした地域 BWA が使用している。地域 BWA については、2575-2595MHz 帯

のうちガードバンドを除く 10MHz 幅が割り当てられていたが、平成 27 年 7 月末か

らは周波数帯が隣接する全国事業者と無線システムの同期をとることにより

20MHz 幅の利用が可能となっている。 

BWA の無線局数は 6,196 局で、平成 25 年度調査時（4,961 局）から約 25％増加

している。この無線局数の増加については、近年、全国事業者と資本関係にある

他の移動通信事業者を MVNO として扱う事例や、グループ内で割り当てられた周

波数帯を恒常的に一体的に利用してサービスを提供する事例が増加している。ま

た平成 26 年 9 月にキャリアアグリゲーション技術により、異なる複数の事業者

が、保有する周波数を束ねて一体として高速通信サービスを提供することも可能

0.0

2,000.0

4,000.0

6,000.0

8,000.0

10,000.0

12,000.0

全国 北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

（Kbps）

データ通信量 1688.2 2000.0 2384.8 64.1 2600.0 357.1 1101.5 10126.9 0.0 2585.0 954.5 0.0
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となった結果、複数事業者による周波数の運用の一体化に拍車がかかり、無線局

数が増加する傾向にあることが一因であると考えられる。 

（８） 総合評価 

本周波数区分の利用状況についての総合的な評価としては、広帯域移動無線ア

クセスシステムを中心として多数の無線局により稠密に利用されていることから、

適切に利用されている。 

広帯域移動無線アクセスシステムの無線局数が多く、今後も引き続き高いニー

ズが維持されることが想定される。 
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第８款  2.7GHz 超 3.4GHz 以下の周波数の利用状況の概況 

（１） 本周波数区分を利用する主な電波利用システム 

四国局管内における無線局免許等を要する電波利用システム 

 

 

※電波利用システムグループと電波利用システムの関係については、第 2 章を参照。 

※平成 26 年 5 月 14 日公表の平成 25 年度電波の利用状況調査の評価結果における 

本周波数区分の免許人数/無線局数は、94 者/155 局。 

 

（２） 無線局の分布状況等についての評価 

本周波数区分における電波利用システムごとの無線局数の割合は、3GHz 帯船舶

レーダーが 98.9％と最も高い割合となっており、次いで ASR（空港監視レーダー）

が 1.1％となっている（図表－四－８－１）。 

 

図表－四－８－１ 四国局管内における無線局数の割合及び局数 

 
 

電波利用システム名 免許人数 無線局数

3GHz帯船舶レーダー 104 177

ASR（空港監視レーダー） 1 2

位置及び距離測定用レーダー（船位計） 0 0

実験試験局（2.7-3.4GHz） 0 0

その他（2.7-3.4GHz） 0 0

合計 105 179

*1 グラフ中の割合表示は小数第二位を四捨五入し表示しているため、割合の合計値は100％にはならないことがある。

*2 グラフ中で無線局数の割合が0.05％未満の場合は、0.0％と表示している。

3GHz帯船舶レーダー

98.9%(177局)

ASR
（空港監視レーダー）

1.1%(2局)

位置及び

距離測定用レーダー

（船位計）

0.0%(0局)

実験試験局

（2.7-3.4GHz）
0.0%(0局)

その他（2.7-3.4GHz）
0.0%(0局)

3-9-57



四国局管内における無線局数は、平成 25 年度調査時から 24 局（約 15.5％）増

加している（図表－四－８－２）。 

 
図表－四－８－２ 無線局数の推移（各総合通信局の比較） 

 

 
四国局管内における電波利用システムごとの無線局数の割合をみると、3GHz 帯

船舶レーダーの占める割合が高い（図表－四－８－３）。 

 
図表－四－８－３ システムの無線局数の割合（各総合通信局の比較） 

 
 

* 複数の周波数帯区分を利用している無線局は、該当周波数分をカウントしているため、実際の無線局数より多い。

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成25年度 21 31 323 8 4 96 110 81 155 137 22

平成28年度 19 35 395 25 4 94 110 97 179 160 27

0
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200

250

300

350

400

450

（無線局数）
平成25年度 平成28年度

*1　「その他」には下記のシステムが含まれており、下記の表では全国の値を表示している。
*2　〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示している。
*3  0.05%未満については、0.0％と表示している。

その他（2.7-3.4GHz）
位置及び距離測定用レーダー（船位計）

無線局数の割合
0.1%

-

88.6%

89.5%

94.3%

83.0%

28.0%

100.0%

94.7%

83.6%

97.9%

98.9%

93.8%

85.2%

8.4%

2.9%

15.7%

68.0%

2.1%

11.8%

1.0%

2.9%

5.3%

2.9%

1.3%

4.0%

3.2%

4.5%

1.0%

1.1%

6.3%

14.8%

0.1%

5.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国

北海道

東北

関東

信越

北陸

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

3GHz帯船舶レーダー 実験試験局（2.7-3.4GHz） ASR（空港監視レーダー） その他
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各電波利用システム別の無線局数は、平成 25 年度調査時から 3GHz 帯船舶レー

ダーは増加し、ASR（空港監視レーダー）は増減がない（図表－四－８－４）。 

  

図表－四－８－４ 四国局管内におけるシステム別の無線局数の推移 

 

 

（３） 総合的勘案事項（新技術の導入動向、周波数需要の動向等） 

① 3GHz 帯船舶レーダー 

3GHz 帯船舶レーダーの無線局数は 177 局となっており、平成 25 年度調査時（153

局）から約 16％増加している。 

船舶レーダーについては、従来、マグネトロン（真空管増幅器）が使用されてき

たが、マグネトロンと比較して長寿命、不要発射の低減、周波数の安定等のメリ

ットがある固体素子（半導体素子）を使用するレーダーについて、平成 24 年７月

に制度整備が行われた。周波数有効利用に資するものであるため、固体素子レー

ダーの普及が進むことが期待される。 

② ASR（空港監視レーダー） 

ASR の無線局数は 2 局となっており、平成 25 年度調査時から増減はない。ASR

は航空機の安全運行に資するためのものであり、その需要については、空港や航

空機の数が大幅に増減する等の変化がない限り、大きな状況の変化はないものと

考えられる。 

③ 位置及び距離測定用レーダー（船位計） 

位置及び距離測定用レーダーの無線局数は 0 局となっており、平成 25 年度調査

時から増加はない。今後の需要動向を踏まえつつ、他のシステムへの代替又は廃

止を含めて検討することが必要である。 

  

3GHz帯船舶レーダー
ASR

（空港監視レーダー）

位置及び

距離測定用レーダー

（船位計）

実験試験局

（2.7-3.4GHz）
その他（2.7-3.4GHz）

平成25年度 153 2 0 0 0

平成28年度 177 2 0 0 0
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160
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（無線局数）
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（４） 総合評価 

本周波数区分の利用状況についての総合的な評価としては、各システムの利用

状況や国際的な周波数割当てとの整合性等から判断すると、適切に利用されてい

る。 

無線標定及び無線航行に利用される電波利用システムは、国際的に使用周波数

等が決められていることから、他の周波数帯へ移行又は他の手段へ代替すること

は困難であり、無線局数の増減についても今後大きな状況の変化は見られないと

考えられる。 

3GHz 帯船舶レーダーの固体素子化は、周波数の有効利用に資するものであり、

固体素子レーダーの普及が進んでいくことが望ましい。 

位置及び距離測定用レーダーについては、利用されていない状況であることか

ら、今後の需要も調査・分析し、廃止も含めて検討することが望ましい。 
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